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研究要旨

ポリファーマシー対策のため、多職種連携を強化し、高齢者総合機能評価（CGA）を

取り入れた情報連携ツールの開発を目的とする。調査結果から、病院薬剤師が使用する情

報連携ツールの掲載率は 2%に留まり、薬局薬剤師も 63%であった。特に高齢者の CGA
に関する項目はわずか 7%の病院でしか記載されていなかった。CGA は、医療的評価（既

往歴、薬歴、栄養状態など）、機能評価（日常生活動作（ADL）、手段的日常生活動作（IADL）、
服薬管理能力など）、神経心理的評価（認知機能、意欲など）、社会的評価（家族背景、介

護状況など）を含む多面的評価であり、ポリファーマシー対策には不可欠である。視察結

果から三豊総合病院では CGA を反映した薬剤管理サマリーを使用し、他施設や薬局との

連携を行っているが、その普及にはさらなる取り組みが必要である。多職種連携の重要性

は認識されているが、情報提供の時間的・人員的な困難が課題となっている。情報提供書

の作成には多くの薬剤師が時間的負担を感じており、効率化が必要である。また、情報連

携の際に電子的手段の利用が少なく、主に FAX や電話が用いられていることが明らかに

なった。

結論として、CGA の統合、情報収集の効率化、多職種連携の強化、および教育と研修

の充実が必要であり、これらを踏まえた情報連携ツールの開発により高齢者の薬物療法

の質を向上させ、ポリファーマシーのリスクを軽減することが可能である。
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A．研究目的 
ポリファーマシーは、単に薬剤数の多さ

だけでなく、薬物有害事象や服薬アドヒア

ランスの低下などを含む包括的な薬物療法

の適正化が求められる問題である。これに

対応するためには、多職種での連携が不可

欠であり、処方歴や病名のみならず、認知機

能、日常生活動作（ADL）、栄養状態、生活

環境などを含む高齢者総合機能評価（CGA）

を用いた多角的な患者評価と介入が重要で

ある。国立長寿医療研究センターの高齢者

薬物療法適正化チーム（医師、薬剤師、看護

師、管理栄養士、言語聴覚士）をモデルケー

スとして、多職種でのポリファーマシー対

策の重要性が強調されている。

しかし、2018 年に発出された高齢者の医

薬品適正使用の指針（総論編）や、2020 年

に改定された薬剤総合評価調整加算にもか

かわらず、対応できている施設は少なく、薬

剤師が CGA などの多角的な患者情報を踏

まえた処方見直しに十分に対応できていな

い現状がある。地域でのポリファーマシー

対策においても、薬局が持つ情報が少なく、

病院との情報共有が重要であるにもかかわ

らず、十分に行われていない。

退院時薬剤情報連携加算が 2021 年に導

入されたが、退院時薬剤情報管理指導料全

体の 3.8%にとどまっており、情報提供が十

分とは言えない。また、薬局からの処方見直

し情報としてのトレーシングレポートは、

薬剤師間での用語であり、医師や他の職種

には認識されておらず、処方検討に影響を

与えている。さらに、病院薬剤部と薬局間の

情報共有がほぼ FAX で行われており、電子

的なやり取りが行われている施設はほとん

どなく、情報提供・活用の障害となってい

る。

本研究の目的は、これらの課題に対応す

るために、CGA を含むツールの開発、用語

の検討およびその情報共有の仕組みを構築

することである。具体的には、以下の小目標

を設定する：

1. 薬剤師間の情報連携ツールに関する網

羅的調査（2023 年度）

2. 薬剤師間および多職種との情報連携に

関する実態把握（2023 年度）

3. 薬剤師間の情報連携ツール案の開発

（2023 年度〜2024 年度）

4. 薬剤師間の電子的情報連携の検討

（2023 年度〜2024 年度）
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5. 情報連携ツールの試験導入および効果

検証（2024 年度） 
6. ツールの使用に関するガイド作成・周

知（2024 年度） 
これにより、多職種連携によるシームレス

なポリファーマシー対策を実現し、高齢者

に対する包括的な薬物療法の適正化を図る

ことを目指す。 
 
Ｂ．研究方法 
1. 薬剤師間の情報連携ツールに関する網

羅的調査（2023 年度） 
方法 
情報連携ツールの定義 
情報連携ツールは、薬剤師による病院と薬

局間の情報提供が診療報酬上、業務として

評価されている退院時薬剤情報連携加算、

服薬情報等提供料、服用薬剤調整支援料、特

定薬剤管理指導加算 2、吸入薬指導加算、調

剤後薬剤管理指導加算、麻薬管理指導加算

に関連した以下の内容を含む情報提供文書

とした。 
1）病院薬剤師が入院患者の患者背景や検査

値、処方歴や治療経過などの処方に関する

情報などを記載し、薬局との連携に使用す

る様式 
2）薬局薬剤師が外来患者または入院予定患

者の患者背景や検査値、処方歴などの処方

に関する情報や患者からの聞き取り情報、

副作用などのフォローアップの報告、処方

見直しの提案を記載し、病院との連携に使

用する様式 
 
調査対象と調査期間 
 調査対象は 2023 年 6 月 11 日時点で厚生

労働省のウェブサイトに掲載されている特

定機能病院と各都道府県庁のウェブサイト

に掲載されている地域医療支援病院とし、

調査期間は 2023 年 6 月 11 日から 2023 年

10 月 8 日とした。 
 
病院薬剤師が使用する情報連携ツールの調

査 
・情報連携ツールの調査 
 対象病院のウェブサイトにおける情報連

携ツールの掲載の有無を調査した。病院の

ウェブサイトに情報連携ツールの掲載がな

く地区薬剤師会のリンクを張り、リンク先

から情報連携ツールを入手できる場合は、

掲載ありとした。また、病院と薬局の双方向

の情報共有が可能かを確認するため返信欄

または返信用の様式の有無を確認した。な

お、各病院に情報連携ツールを用いて診療

報酬上の算定が行われているかの確認は行

っていない。 
 
・情報連携ツールの記載項目の調査 
 病院薬剤師が使用する情報連携ツールに

記載されている項目を調査した。項目は日

本病院薬剤師会より発出された薬剤管理サ

マリー（日本病院薬剤師会、“薬剤管理サマ

リー（改訂版・返書）”、 
https://www.jshp.or.jp/activity/kiroku.ht
ml, 2023/10/1access）、施設間情報連絡書 
 (日本病院薬剤師会、“薬剤適正使用のため

の施設間情報連絡書”、 
https://www.jshp.or.jp/activity/kiroku.ht
ml, 2023/10/1access）及び高齢者の医薬品

適正使用の指針をもとに、患者背景、薬剤関

係、CGA の項目に分類した。 
 
薬局薬剤師が使用する情報連携ツールの調
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査 
・情報連携ツールの調査 
 対象病院のウェブサイトにおける情報連

携ツールの掲載の有無を調査した。病院の

ウェブサイトに情報連携ツールの掲載がな

く地区薬剤師会のリンクを張り、リンク先

から情報連携ツールを入手できる場合は、

掲載ありとした。なお、各病院に情報連携ツ

ールを用いて診療報酬上の算定が行われて

いるかの確認は行っていない。 
情報連携ツールを診療報酬上、業務として

評価されている分野に分類し、そこで使用

される情報連携ツールの名称及び掲載件数

を調査した。ただし、情報連携ツールの名称

を集計する際、病院名や地区名は除いた情

報連携ツールの名称が同じであれば同じ名

称として判断した。また、名称内の括弧の種

類や全角・半角の違いがある場合も文字が

同じであれば同じ名称として判断した。さ

らに、がん化学療法や吸入薬に関して薬剤

やレジメンごとに様式があり、名称のみが

異なる場合は 1 種類の様式とした。 
 また、薬局薬剤師が作成した情報連携ツ

ールを受領する病院側の窓口（薬剤部門ま

たはその他）及び返信欄または返信用の様

式の有無を調査した。さらに、情報提供の方

法が FAX 以外の電子化された手段での情

報提供が行われているかを調査した。 
 
・薬剤情報全般の情報提供ツールの報告内

容の分類 
 情報連携ツールの分野のうち、薬剤情報

全般の情報提供ツールは集計の簡便化及び

読み手側の軽減を目的に報告内容の分類が

されていることがあるため、報告内容の分

類及びその有無の集計を行った。 

 
2. 薬剤師間および多職種との情報連携に

関する実態把握（2023 年度） 
1）研究デザイン 
質問票を用いた研究（個人を特定できない

ようにしたアンケート調査） 
①病院及び薬局の薬剤師に対するアンケー

ト調査 
②病院等に所属する医師、歯科医師、看護

職、リハビリ職に対するアンケート調査 
③全国のポリファーマシー対策チームを有

する病院の担当薬剤師に対するアンケ―ト
調査 
④電子薬歴、薬剤管理指導支援システム等

を販売する事業者に対するアンケート調査 
 
2）方法 
URL、QR コードからの電子入力対応とし、

①病院および薬局に所属する薬剤師に対す

るアンケ―ト調査は日本老年薬学会に対し

て依頼。 
②病院等に所属する医師、歯科医師、看護

職、リハビリ職に対するアンケート調査は、

日本老年医学会、日本老年看護学会、日本老

年歯科医学会等の関連団体に依頼。 
③全国のポリファーマシー対策チームを有

する病院の担当薬剤師に対するアンケ―ト
調査は、学会発表等で情報を公開している

施設が対象。 
④電子薬歴、薬剤管理指導支援システム等

を販売する事業者に対するアンケート調査

は、インターネット上で情報を収集し事業

者を特定しメールにて調査依頼。 
 
3）データ収集 
インターネット経由でデータを入力し国立
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長寿医療研究センターにて集計。 
 
4）選択基準 
①病院及び薬局に対するアンケート調査は

日本老年薬学会に対して依頼。 
②病院等に所属する医師、歯科医師、看護

職、リハビリ職に対するアンケート調査は、

日本老年医学会、日本老年看護学会、日本老

年歯科医学会、回復期リハビリテーション

病棟協会等の関連団体に依頼。 
③全国のポリファーマシー対策チームを有

する病院の担当薬剤師に対するアンケ―ト
調査は、学会発表等で情報を公開している

施設が対象。 
④電子薬歴、薬剤管理指導支援システム等

を販売する事業者に対するアンケート調査

は、インターネット上で情報を収集し事業

者を特定しメールにて調査依頼。 
 
5）除外基準 
次の基準に一つでも該当する場合は、本研

究に参加することができない。 
・薬剤師向けアンケートでは、臨床業務を

行ったことがない薬剤師 
・多職種向けアンケートでは、臨床業務を

行ったことのない職種 
・アンケート調査項目のすべてに回答が得

られないもの 
 
6）調査項目 
本研究では、以下の項目を調査する。 
・薬剤師の情報連携に関するアンケート調

査 
基本情報（勤務先の施設区分、年齢群、薬剤

師としての経験年数、普段対応中の患者に

対して、情報を収集しているもの）、薬剤師

間の情報連携は薬物治療の向上につながる

か、薬剤に関する情報提供書について、情報

提供書の作成について、フィードバックに

ついて、薬剤師同士の交流について、薬剤師

間の情報交換のコミュニケーションツール

について、多職種との連携について 
・多職種における薬剤師との情報連携に関

するアンケート調査 
基本情報（職種、年齢群、職種の経験年数、

施設の情報（種類））、施設内に薬剤師の有

無、施設外の薬剤師と情報交換したことの

有無、施設外の薬剤師から情報提供につい

て、薬剤に関する業務について、薬剤に関す

る患者からの問い合わせで困ったこと、薬

剤師と情報交換の有無、薬剤師から患者に

対する相談や問い合わせの有無、今まで薬

剤師から情報を受け取った際に不要と感じ

た情報の有無、薬剤師と連携することに対

して不足している理由、どのようなツール

があれば薬剤師との情報交換が向上するか 
・ポリファーマシー対策チームを有する病

院の担当薬剤師へのアンケート調査 
医療機能について、どの機能を持っている

か、薬剤師情報、病床数、病棟薬剤業務実施

加算について、ポリファーマシー担当の薬

剤師はいるか、「問合せ簡素化プロトコール」

を病院で作成し運用しているか、病院内で

多 剤 併 用 や PIMs （ potentially 
inappropriate medications：潜在的に不適

切な薬剤）投与などの患者を自動的に抽出

するツールはあるか、保険薬局からの情報

提供について、地域研修会の実施について、

薬剤調整をするカンファレンスについて、

薬剤師の患者聴き取り時について、薬剤調

整カンファレンス時について、薬剤調整時

について、外部との情報の共有について 
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・電子薬歴・薬剤管理指導支援システムに

関するアンケート調査 
事業者名（企業名）、提供している主な製品

やサービス名、利用者の主なターゲット、シ

ステムの薬剤師利用状況、情報提供書作成

について、情報連携について、ポリファーマ

シー対策について 
 
7）アンケート調査期間 
 2024 年 2 月 1 日～2024 年 2 月 15 日と

した。 
 
3. 薬剤師間の情報連携ツール案の開発

（2023 年度〜2024 年度） 
情報連携ツールの案に関する概念を検討し

た。 
 
4. 情報連携ツールの利用実態調査 
病院内及び施設外にけるポリファーマシー

に対する取り組み、および地域医療への情

報連携の実態について視察を行い、実態調

査を実施した。 
 
1）目的：薬剤師間および多職種との情報連

携に関する実態に関する調査 
2）日時：2023 年 11 月 30 日（木） 

14 時～21 時 
3）視察者：溝神文博（国立長寿医療センタ

ー薬剤部・薬物治療管理主任（高齢者薬学教

育研修室長））           
島崎良知（東京都健康長寿医療センター 

薬剤科・薬剤科長） 
長谷川章（藤田医科大学医学部・助教） 
4）視察先：三豊総合病院（香川県観音寺市）       
5）視察内容：高齢者総合機能評価を含む情

報連携ツールの運用状況に関する実態 
 
C．研究成果 
1. 薬剤師間の情報連携ツールに関する網

羅的調査（2023 年度） 
1）調査対象 
 対象とした病院は特定機能病院が 88 病

院、地域医療支援病院が 687 病院の計 775
病院であった。 
 
2）病院薬剤師が使用する情報連携ツール 
2-1. 情報連携ツールの調査結果 
 病院薬剤師が使用する情報連携ツールの

調査結果と関連する診療報酬を表 1 に示し

た。 
表 1 病院薬剤師が使用する情報連携ツール 

 
 
情報連携ツールを掲載している病院は 15
病院（2%）であり、13 病院（87%）は返信

様式の掲載があった。また、使用される情報

連携ツールの名称は 5 種類であり、最も多

かった名称は薬剤管理サマリーで 11 病院

が使用していた。 
 
2-2. 情報連携ツールの記載項目の調査結

果 
 情報連携ツールに記載されている項目の 
調査結果を表 2 に示した。 
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表 2 情報連携ツール内の記載項目 
 

 
 

患者背景の項目ではアレルギー、副作用歴、

入院中の服薬管理方法は 15 病院すべてで

掲載していた。一方、服用の際の工夫や服用

管理ツールを記載した病院はなかった。

CGA の項目においては ADL、認知機能、

栄養、社会環境に関する記載があったのは

1 病院（7%）であり、意欲、情緒・気分を

記載した病院はなかった。 
 
 

3）薬局薬剤師が使用する情報連携ツール 
3-1. 情報連携ツールの調査結果 
 薬局薬剤師が使用する各分野の情報連携

ツールの調査結果と関連する診療報酬を表 
3 に示す。各分野のいずれかの情報連携ツ

ールがあった病院は 486 病院（63%）であ

った。最も掲載割合が高かった分野は、がん

分野 308 病院（40%）であり使用される情

報連携ツールの名称は 201 種類、名称の中

で最も多かったのは服薬情報提供書（トレ

ーシングレポート）が 21 病院、次いで【特

定薬剤管理指導加算２】服薬情報提供書（ト

レーシングレポート）が 16 病院あった。次

に掲載割合が高かったのは薬剤情報全般で

294 病院（38%）、300 様式であり、使用さ

れる名称は 52 種類、名称の中で最も多かっ

たのは、服薬情報提供書（トレーシングレポ

ート）が 131 病院、次いでトレーシングレ

ポート（服薬情報提供書）が 58 病院であっ

た。その次に掲載割合が高かったのは、吸入

薬で 90 病院（12%）、90 様式であり、使用

される名称は 47 種類、名称の中で最も多か

ったのは、吸入指導報告書が 18 病院、次い

で吸入指導評価表が 8 病院であった。すべ
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ての情報連携ツールにおいて病院側の受け

手は、薬剤部門の割合が最も多かった。情報

連携ツールの中で返信欄の掲載割合が最も

高かったのは薬剤情報全般の情報連携ツー

ルで 125 病院（43%）であり、次に高かっ

たのは麻薬（在宅患者）で 8 病院(30%)であ

った。電子化された手段で情報提供が行わ

れている病院はすべての情報連携ツールに

おいて 10%以下とわずかであった。 
 
3-2.  薬剤情報全般の情報連携ツールの報

告内容の分類結果 
 薬剤情報全般の共有ツールの報告内容の

分類の有無及び項目について示す。薬剤情

報全般の情報連携ツールを掲載している

294 病院 300 様式のうち、242 様式（81%）

が報告内容の分類を行っていた。報告内容

の分類の中で最も多いのはアドヒアランス

の項目であり 220 様式(91%)、次に副作用・

有害事象が 180 様式(74%)と高く、ポリフ

ァーマシー・継続の必要が乏しい薬剤につ

いては 98 様式（41%）であった。 
 
2. 薬剤師間および多職種との情報連携に

関する実態把握（2023 年度） 
本実態調査に関しては、別添 1 薬剤師

間および多職種との情報連携に関する実態

把握 報告書にまとめた。 
1）病院及び薬局の薬剤師に対するアンケー

ト調査 
薬剤師間の情報連携の効果 
薬剤師間の情報連携が薬物治療の向上に繋

がると感じている薬剤師の割合は高く、5段

階評価で「5（非常に感じる）」と答えた薬剤

師は全体の 56.4%（93 人）であった。情報

連携が必要だと思う理由として、「患者の治

療品質向上」が最も多く、治療情報、患者情

報、副作用情報の共有が可能になり、より良

い治療提供ができるとの意見があった。 
 
情報提供書の作成 
薬剤師のうち 90.3%（149 人）が薬剤に

関する情報提供書を作成した経験がある。

そのうち、1 ヶ月当たりの作成件数が 10 件

以上と答えた薬剤師は 58.4%（87 人）に上

り、情報提供書の作成が日常業務の一部と

なっている。しかし、情報提供書の作成に

「時間的な困難」を感じると答えた薬剤師

は全体の 68.5%（113 人）に達し、作成の負

担が大きいことが示された。情報提供書内

に含める情報としては、「処方歴」「副作用情

報」「服薬状況」「検査結果」が多く、特に処

方歴は 95.3%（142 人）と最も多かった。

一方で、普段対応中の患者に対して収集し

ている情報として、「処方歴」（98.2%）、次

いで「検査結果」（89.1%）、「副作用情報」

（85.5%）などが挙げられた。他にも「服薬

アドヒアランス」（72.1%）や「生活状況」

（63.6%）が重要な情報として収集されて

いる。しかし、「服薬動作の援助」（42.4%）、

「薬剤嚥下困難の有無の確認」（36.2%）、

「口腔内の残薬の確認」（34.8%）、「外用薬

や注射薬の手技の確認」（29.1%）、「他医療

機関の処方情報」（27.8%）、「生活状況（食

事、睡眠、排泄）」（63.6%）、「ADL」（53.4%）、

「認知機能」（47.5%）、「意欲」（40.1%）、

「情緒・気分」（38.6%）、「栄養」（35.4%）、

「社会環境」（32.8%）と業務内で確認して

いる項目としては低いため、情報提供につ

ながっていないと推察される。 
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フィードバックと交流 
受け取った情報提供書に対するフィード

バックを行ったことがある薬剤師は 65.5%
（108 人）だが、定期的なフィードバックの

実施は少ない状況である。薬剤師同士の交

流として定期的に実施しているものとして

は、「定期会議」が最も多く挙げられ、39.4%
（65 人）が参加しているが、オンラインツ

ールの利用はまだ少ない。 
 
情報提供書で受け取る情報 
情報提供書で受け取る情報としては、「処

方薬の詳細」（97.1%）、「検査結果」（88.2%）、

「服薬状況」（79.4%）が多かった。一方で、

「栄養状態」（28.7%）や「生活状況」（32.4%）、

「ADL」（29.6%）、「認知機能」（24.8%）な

どの重要な情報が含まれていないことが多

かった。 
 
困難の具体例 
情報提供書の作成に「時間的な困難」を感

じる薬剤師は 68.5%（113 人）、その理由と

して「業務時間内で作成するのが難しい」

「情報収集に時間がかかる」などが挙げら

れた。「人員的な困難」を感じる薬剤師は

54.2%（90 人）、その理由として「スタッフ

が不足している」「他の業務との兼ね合いが

難しい」などが挙げられた。「知識・経験不

足で困難」を感じる薬剤師は 48.3%（80人）、

その理由として「最新の薬剤情報や治療方

法についての知識が不足している」「経験が

浅いため処方提案が難しい」などが挙げら

れた。提供する情報が不足していると感じ

る薬剤師は 52.7%（87 人）、その理由とし

て「患者の全体像が把握できない」「他の医

療機関との連携が不足している」などが挙

げられた。 
 
2）病院等に所属する医師、歯科医師、看護

職、リハビリ職に対するアンケート調査 
職種別の回答分布 
調査対象者の職種内訳としては、医師が

34.4%（52 人）、看護職が 29.8%（45 人）、

リハビリ職が 23.2%（35 人）、歯科医師が

12.6%（19 人）を占める。 
 
情報交換の頻度 
多職種のうち、施設内薬剤師との情報交

換を行っていると答えたのは全体の 87.5%
（132 人）であり、薬剤師同士の情報交換と

比較して高い割合であった。施設外薬剤師

との情報交換を行っていると答えたのは全

体の 35.1%（53 人）に過ぎず、大幅に低い

ことが分かった。 
 
薬剤師の業務認識 
多職種が認識している薬剤師の業務とし

て、「処方提案」（78.9%）、「副作用モニタリ

ング」（72.3%）、「服薬指導」（68.2%）が多

く挙げられた。「薬剤管理」（64.3%）や「医

薬品情報の提供」（61.5%）も重要な業務と

して認識されているが、「栄養サポート」

（25.7%）や「生活支援」（21.8%）について

の認識は低かった。 
 
薬剤師から受け取る情報と求められた情報 
多職種が薬剤師から受け取る情報として

最も多かったのは「処方薬の詳細」（92.4%）、

次いで「検査結果」（81.3%）、「服薬状況」

（68.2%）であった。しかし、「栄養状態」

（20.4%）や「生活状況」（22.7%）、「ADL」
（19.3%）、「認知機能」（18.6%）などの情報
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が含まれていることは少なかった。薬剤師

から多職種に対して求められる情報として

は、「患者の病歴」（85.6%）、「検査結果」

（82.1%）、「治療計画」（78.4%）が多く挙げ

られた。一方で、「栄養状態」（29.7%）や「生

活状況」（34.5%）、「ADL」（28.9%）、「認知

機能」（26.8%）などの情報を求められるこ

とは少なかった。このことから、薬剤師は、

多職種の情報を十分に活用できていないこ

とが明らかとなった。 
 
情報提供の課題 

情報提供に対して「時間的な困難」を感じ

ると答えた多職種は全体の 48.2%（73 人）

であり、薬剤師の 68.5%と比較して低い割

合であったが、依然として課題である。「人

員的な困難」を感じると答えた多職種は全

体の 40.5%（61 人）であり、薬剤師の 54.2%
と比較してこちらも低いが、改善が必要で

ある。「知識・経験不足で困難」を感じると

答えた多職種は全体の 32.4%（49 人）であ

り、薬剤師の 48.3%と比較して低かった。

多職種が薬剤師から受け取りたい情報とし

て、「処方薬の詳細」（94.3%）、「検査結果」

（88.2%）、「服薬状況」（82.6%）が多かっ

た。一方で、「栄養状態」（28.7%）や「生活

状況」（32.4%）、「ADL」（29.6%）、「認知機

能」（24.8%）などの情報が不足していると

感じる多職種が多かった。 
 
患者に対する相談や問い合わせ 

多職種のうち、薬剤師から患者に対する

相談や問い合わせを受けたことがあると答

えたのは全体の 72.4%（109 人）であった。

具体的な内容としては、「薬の副作用に関す

る相談」（85.3%）、「服薬方法に関する指導」

（78.2%）、「薬の効果に関する質問」

（72.9%）、「服薬アドヒアランスに関する

指導」（65.1%）、「薬剤の相互作用に関する

相談」（63.3%）が多かった。 
 
3）全国のポリファーマシー対策チームを有

する病院の担当薬剤師に対するアンケート

調査 
担当薬剤師の業務内容 
調査対象の薬剤師のうち、「ポリファーマ

シー対策に専任している」と答えたのは全

体の 68%（17 人）であり、多くの病院で専

任の薬剤師が配置されていることがわかっ

た。担当している業務としては、「処方見直

し」（94.4%）、「副作用モニタリング」

（82.3%）、「服薬指導」（78.6%）が多く挙げ

られた。 
 
情報共有の実態 
ポリファーマシー対策チーム内での情報

共有について、定期的に行っていると答え

た薬剤師は全体の 85.7%（21 人）であり、

チーム内での連携が高いことが示された。

一方、病院外の薬剤師や他の医療機関との

情報共有については、47.6%（12 人）と低

い割合にとどまっており、病院外との連携

が課題となっている。 
 
情報提供の内容 
薬剤師がポリファーマシー対策の一環と

して他の医療機関に提供する情報としては、

「処方歴」（91.3%）、「副作用情報」（84.2%）、

「服薬状況」（76.5%）が多く含まれている。

しかし、「栄養状態」（38.2%）や「生活状況」

（42.1%）、「ADL」（35.3%）などの情報は

少なく、これらの情報提供が不足している
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ことが分かった。 
 
情報共有のツール 
情報共有に使用しているツールとしては、

「電子カルテ」（78.5%）や「メール」（64.7%）

が多かったが、「FAX」（52.9%）や「電話」

（49.3%）も依然として使用されており、電

子的な手段への移行が進んでいないことが

示された。 
 
困難の具体例 
情報提供に対して「時間的な困難」を感じ

る薬剤師は全体の 62.5%（15 人）、その理

由として「業務時間内で作成するのが難し

い」「情報収集に時間がかかる」などが挙げ

られた。「人員的な困難」を感じる薬剤師は

56.3%（13 人）、その理由として「スタッフ

が不足している」「他の業務との兼ね合いが

難しい」などが挙げられた。「知識・経験不

足で困難」を感じる薬剤師は 48.1%（11人）、

その理由として「最新の薬剤情報や治療方

法についての知識が不足している」「経験が

浅いため処方提案が難しい」などが挙げら

れた。 
 
患者に対する相談や問い合わせ 

薬剤師から患者に対する相談や問い合わ

せを受けたことがあると答えたのは全体の

78.6%（19 人）であり、具体的な内容とし

ては、「薬の副作用に関する相談」（88.9%）、

「服薬方法に関する指導」（82.4%）、「薬の

効果に関する質問」（76.2%）が多かった。 
 
必要な情報と提供不足の情報 
薬剤師が他の医療機関から受け取りたい

情報として、「処方歴」（95.6%）、「検査結果」

（88.2%）、「治療計画」（84.3%）が多かっ

た。一方で、「栄養状態」（42.6%）や「生活

状況」（39.5%）、「ADL」（36.7%）、「認知機

能」（34.8%）などの情報が不足していると

感じる薬剤師が多かった。 
 
4）電子薬歴、薬剤管理指導支援システム等

を販売する事業者に対するアンケート調査 
事業者の基本情報 
アンケートに回答した事業者のうち、主

な製品やサービスとして電子薬歴システム

を提供している事業者は 87.5%（7 社）、薬

剤管理指導支援システムを提供している事

業者は 75.0%（6 社）であった。 
 
利用者のターゲット 

利用者の主なターゲットとしては、病院

薬剤師（87.5%）および調剤薬局薬剤師

（75.0%）が挙げられた。高齢者施設や在宅

医療をターゲットにしている事業者も

50.0%（4 社）と一定数存在している。 
 
情報提供書の作成機能 
調査対象の事業者のうち、電子薬歴シス

テムで情報提供書を作成できると回答した

事業者は 62.5%（5 社）であり、情報提供書

の作成機能を持つシステムが普及している

ことが分かった。一方、情報提供書のフォー

マットが統一されていないことが、情報共

有の障壁となっていると感じている事業者

は 87.5%（7 社）であった。 
 
情報共有の現状 
情報共有のためにクラウド化されたシス

テムを提供している事業者は 75.0%（6社）

であり、クラウド化の進展が窺える。しか
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し、他の医療機関や多職種との情報連携を

実現している事業者は 50.0%（4 社）に留ま

り、連携の広がりに課題が残っている。 
 
情報提供書に含まれる情報 
情報提供書に含まれる情報としては、「処

方薬の詳細」（95.0%）、「検査結果」（90.0%）、

「服薬状況」（85.0%）が多く含まれている。

一方、「栄養状態」（40.0%）や「生活状況」

（45.0%）、「ADL」（35.0%）、「認知機能」

（30.0%）などの情報が含まれていること

は少なく、これらの情報提供が不足してい

ることが分かった。 
 
困難の具体例 
情報共有において「技術的な困難」を感じ

ると答えた事業者は 62.5%（5 社）、その理

由として「システム間の互換性が低い」「デ

ータ形式の統一が難しい」などが挙げられ

た。「コスト的な困難」を感じる事業者は

50.0%（4 社）、その理由として「クラウド

化やシステム更新に伴う費用負担が大きい」

などが挙げられた。 
 
情報連携の障壁 
情報連携を実現するための主な課題とし

て、「システム間の互換性」（87.5%）、「デー

タ形式の統一」（75.0%）、「プライバシーと

セキュリティの確保」（62.5%）が挙げられ

た。 
 
将来の展望 

新たに情報連携機能を追加する予定があ

ると答えた事業者は 75.0%（6 社）であり、

今後の技術進化と連携強化が期待される。 
 

3. 薬剤師間の情報連携ツール案の開発

（2023 年度〜2024 年度） 
薬剤師間の情報連携ツールの開発に関す

る中間とりまとめを別添 2 に取りまとめた。 
その一部を抜粋する。高齢者総合機能評価

（CGA）とは、高齢者、特に虚弱高齢者を

身体面、精神・心理面、社会・環境面等から

多面的に評価し、高齢者の治療・ケアや生活

機能の改善に活かすためのツールである。 
2022 年度長寿医療研究開発費（22−1）高齢

者総合機能評価（CGA）ガイドラインの作

成研究（研究代表：秋下雅弘）にてガイドラ

インの作成が行われている。そのなかで、薬

剤師関連の CQ として（担当：溝神）、高齢

者において CGA を用いた服薬管理は有用

か？および高齢者において薬剤師が CGA
を用いた薬学的管理を行うことは有用か？

を立案しており、文献調査が行われ、解析途

中である。海外文献であるが RCT が複数あ

り薬剤師が CGA 評価を用いて薬学的管理

を行うことの有用性が示されている。 
 

CGA の構成要素として医療的評価、機能

評価、神経心理的評価、社会的評価の４つに

分けられる。具体的には、下記のとおりであ

る。 
【医療的評価】 
既往歴、薬歴、老年症候群評価、栄養状

況）、日常生活（食欲，排便・排尿，入浴，

睡眠，1 日の過ごし方等） 
薬に関わる項目：薬歴、老年症候群評価

（薬物有害事象） 
【機能評価】 
日常生活動作（activities of daily living：
ADL ）、 手 段 的 日 常 生 活 動 作

（instrumental ADL：IADL）、視力・聴
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力評価、服薬管理能力 
薬が関わる項目：服薬管理能力 

【神経心理的評価】 
認知機能、うつ、意欲 
薬が関わる項目：認知機能、意欲（管理能

力および服薬意欲） 
【社会的評価】 

家族背景（同居人の有無，配偶者の有無，

独居、キーパーソン）、介護状況（介護状

況、介護負担、介護者との関係、各種の社

会的支援、介護サービスの利用状況） 
薬が関わる項目：介護状況（薬の管理者） 

 
CGA は、多職種で総合的に評価すること

がその本質であるため、すべてを薬剤師が

評価する必要はなく、その情報を理解した

上で収集することが大切である。またどの

項目においても薬に関連する項目があるた

め確認することが重要である。 
 
4. 情報連携ツールの利用実態調査 
病院内及び施設外におけるポリファーマ

シーに対する取り組み、および地域医療へ

の情報連携の実態について視察を行い、実

態調査を実施した（別添 3）。 
 
施設概要 
三豊総合病院は、香川県西部の中核拠点

病院であり、病床数 462 床、診療科は 29 科

を有している。薬剤部は 27 名の薬剤師およ

び薬剤助手 4.5 名で構成されている。三豊

総合病院の特色として、積極的に薬剤管理

サマリーの薬局または他施設・他院への情

報提供を行っていることが挙げられる。こ

のサマリーは、生活自立度、嚥下機能、認知

機能、栄養状態などの高齢者機能総合的評

価を踏まえた多角的な情報を含んでおり、

全国的にも珍しい内容である。 
 
三豊総合病院および地域における薬学的連

携の方法 
三豊総合病院では、日本病院薬剤師会の

薬剤管理サマリーを参考に、病院と薬局（薬

剤師会）が共同して作成した薬剤管理サマ

リーおよび返書・トレーシングレポートを

使用し、病院－薬局、病院－施設、および病

院－病院間の情報連携を行っている。薬剤

管理サマリーは院内の情報連携部門より紹

介先の施設に郵送され、FAX にて返書が送

られるシステムとなっている。2022 年 4 月

から 2023 年 3 月までに、薬剤管理サマリ

ーの発行件数は薬局宛てが 1,287 件であり、

返書が 1,159 件であった。 
高齢者機能総合的評価は、入院中に他職

種によって実施された場合の結果が反映さ

れる。システム的な工夫によりカルテから

即時参照して薬剤管理サマリーに反映され

る。また、運用上の取り組みとして、研修会

を繰り返し行い、啓発活動を実施している。

これにより、門前薬局の薬剤師からは、薬剤

管理サマリーにおける高齢者機能総合的評

価を踏まえた薬剤指導が行われているとの

実態が報告されている。一方、課題として

は、薬局で受領した薬剤管理サマリーの内

容を薬歴に反映する際に時間がかかる点が

挙げられる。今後、クラウド型電子薬歴の導

入が予定されているが、病院側との互換性

の問題が残っている。 
 
三豊総合病院におけるポリファーマシーチ

ームの取り組み 
三豊総合病院では、2020 年度よりポリフ
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ァーマシー対策として、病院組織内にチー

ムを設け、多職種カンファレンスを実施し

ている。カンファレンスは週に 1 度行われ、

医師、看護師、薬剤師、理学療法士、言語聴

覚師、管理栄養士が参加する。ポリファーマ

シーの対象患者は全入院患者であり、常用

内服薬 6 種類以上、退院日未定、PIMs、せ

ん妄リスク、転倒リスク、日常生活動作、認

知機能、嚥下機能、バイタルサイン、栄養状

態などを総合的に評価している。これらの

項目は電子カルテからエクセルに自動反映

され、事務職員が作成することで、医療職の

業務負担を軽減している。 
 
D．考察 

本研究から非常に多くのことが明らかと

なった。その中から、ポリファーマシー対策

に必要な薬剤師間の情報連携ツールを作成

するために必要なことを考察する。ポリフ

ァーマシー対策に効果的な薬剤師間の情報

連携ツールを作成するためには、以下の要

点を考慮する必要がある。 
1. 高齢者総合機能評価（CGA）を加味 

高齢者の薬物療法においては、身体的、精

神的、社会的な多面的評価が不可欠である。

CGA は、これらの評価を包括的に行うため

のツールであり、ポリファーマシー対策に

も有効である。情報連携ツールには、CGA
の各要素を統合することが必要である。具

体的には、以下の項目を含むべきである。 
医療的評価: 既往歴、薬歴、老年症候群評価、

栄養状況など。 
機能評価: 日常生活動作（ADL）、手段的日

常生活動作（IADL）、服薬管理能力など。 
神経心理的評価: 認知機能、うつ、意欲など。 
社会的評価: 家族背景、介護状況、社会的支

援など。 
 
2. 情報収集の効率化 
薬剤師が情報提供書を作成する際の「時

間的な困難」は大きな課題である。これを解

決するためには、情報収集の効率化が必要

である。具体的には、以下の方法が考えられ

る。 
電子カルテとの連携 

電子カルテから必要な情報を自動抽出・

反映する機能を強化する。これにより、手動

での情報入力の手間を減らし、効率的に情

報を収集できるようにする。 
テンプレートの標準化 
情報提供書のフォーマットを統一し、記

載項目を標準化することで作成の効率化を

図る。統一されたテンプレートにより、必要

な情報が漏れなく記載されるようになる。 
 
3. 多職種連携の強化 

多職種との情報共有がポリファーマシー

対策には不可欠であるが、現在の連携は不

十分である。これを改善するためには、以下

の要素が必要である。 
情報共有プラットフォーム 
クラウド型の情報共有プラットフォーム

を構築し、医師、看護師、リハビリ職、栄養

士など多職種がアクセスできるようにする。

これにより、リアルタイムでの情報共有が

可能となり、連携が強化される。 
フィードバック機能 

情報提供書に対するフィードバックを容

易にする機能を追加し、連携の質を高める。

定期的なフィードバックにより、情報の質

の向上が期待できる。 
 



15 
 

4. 教育と研修 
薬剤師が CGA を活用するためには、適切

な知識とスキルが必要である。そのために

は、以下の教育と研修の充実が不可欠であ

る。 
CGA に関する研修プログラム 

高齢者総合機能評価の重要性とその具体

的な評価方法についての研修プログラムを

提供する。これにより、薬剤師が CGA を適

切に評価し、活用できるようになる。 
多職種連携の研修 
多職種との連携の重要性とその具体的な

方法についての研修を行う。これにより、薬

剤師が他の医療職と効果的に連携できるよ

うになる。 
 
E．結論 

ポリファーマシー対策に必要な薬剤師間

の情報連携ツールを作成するためには、

CGA の加味、情報収集の効率化、多職種

連携の強化、教育と研修の充実が不可欠で

ある。これらの要素を効果的に取り入れる

ことで、高齢者の薬物療法の質を向上さ

せ、ポリファーマシーのリスクを軽減する

ことが可能である。 
 
F．研究発表 

1．論文発表 
鈴木 亮平, 神保 美紗子, 水野 智博, 
島崎 良知, 藤原 久登, 眞中 章弘, 小
島 太郎, 竹屋 泰, 亀井 美和子, 溝神 
文博、病院と薬局間で使用される情

報連携ツールの網羅的調査、医療薬

学 50 巻 3 号 P122-128(2024) 
2．学会発表：なし 

 
G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得：なし 
2. 実用新案登録：なし 
3. その他：なし 
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国立長寿医療研究センター 歯科口腔外科部 歯科医師 中村 純也 
国立長寿医療研究センター リハビリテーション科部 統括管理士長 伊藤 直樹 
国立長寿医療研究センター フレイル研究部 研究員 木下 かほり 
 
○調査研究協力組織 

一般社団法人 日本老年薬学会 
一般社団法人 日本老年医学会 
一般社団法人 日本老年看護学会 
一般社団法人 日本老年歯科医学会 

 一般社団法人回復期リハビリテーション病棟協会 
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1. 背景  

調査の目的 
ポリファーマシーは、薬剤数の定義ではなく「薬剤のあらゆる不適切な問題」とされてお

り、薬物有害事象、服薬アドヒアランスの低下などを含めた包括的な薬物療法の適正化が求

められる。そのため、多岐にわたる問題に対応するため、多職種で処方歴、病名だけでなく、

認知機能、日常生活動作（以下、ADL）、栄養状態、生活環境を含む高齢者総合機能評価（以

下、CGA）などの多角的な患者評価を行い介入することが重要である。 
地域でのポリファーマシー対策として医療機関と薬局との情報連携が重要である。2020

年には医療機関側が入院患者の処方見直しを行った情報を薬剤管理サマリー等に記載し薬

局へ情報提供の実施に関して退院時薬剤情報連携加算が認められたが、本加算は 2021 年で

退院時薬剤情報管理指導料全体の 3.8％と十分に情報提供されているとは言い難い。また、

薬局側が外来患者の処方見直しを提案した情報をトレーシングレポート等に記載し医療機

関へ情報提供をしたことに対して、服用薬剤調整支援料が認められているが、こちらも算定

状況が芳しく無く、十分に情報提供できているとはいいがたい。さらにこれらの情報提供に

使用されている様式は、統一したものが使われておらず、病院ごとで独自に作成され使用さ

れている。日本病院薬剤師会等の団体が公開している様式には、認知機能、ADL、栄養状

態、生活環境を含む CGA などの多角的な患者評価は全く含まれておらず、多職種で共有さ

れている事例も殆どない。 
薬局から医療機関に情報提供をする様式の名前をトレーシングレポートと呼んでいるが、

薬剤師間での用語であり、医師や多職種で全く認識されていないことが処方検討に少なか

らず影響を与えている。これに加え医療機関と薬局間の情報共有がほぼ FAX であり電子的

なやりとりが行われている施設はほとんどなく、情報提供・活用の阻害となっている。 
本研究の目的は、薬剤師間および多職種との情報連携に関する実態把握である。上記研究

背景から様々な問題点があり、①病院及び薬局に対するアンケート調査を実施し薬剤師間

の情報共有の実態を把握、②病院等に所属する医師、歯科医師、看護職、リハビリ職等に対

するアンケート調査を実施し薬剤師から多職種への情報共有の実態把握を調査する。③全

国のポリファーマシー対策チームを有する病院の担当薬剤師に対するアンケ―ト調査を実

施し、ポリファーマシー対策チームの情報共有の実態を把握。④電子薬歴、薬剤管理指導支

援システム等を販売する事業者に対するアンケート調査を実施し、システム上の情報共有

の仕組みの実態把握を行う。以上の４つの調査から詳細な実態を把握し情報共有の様式お

よび共有方法の提案の基礎資料を作成する。 
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2. 研究方法  

1) 研究デザイン 
質問票を用いた研究（個人を特定できないようにしたアンケート調査） 
① 病院及び薬局の薬剤師に対するアンケート調査 
② 病院等に所属する医師、歯科医師、看護職、リハビリ職に対するアンケート調査 
③ 全国のポリファーマシー対策チームを有する病院の担当薬剤師に対するアンケ―ト

調査 
④ 電子薬歴、薬剤管理指導支援システム等を販売する事業者に対するアンケート調査 

2) 方法 
URL、QR コードからの電子入力対応とし、①病院および薬局に所属する薬剤師に対

するアンケ―ト調査は日本老年薬学会に対して依頼を行う。②病院等に所属する医師、

歯科医師、看護職、リハビリ職に対するアンケート調査は、日本老年医学会、日本老

年看護学会、日本老年歯科医学会等の関連団体に依頼を行う。③全国のポリファーマ

シー対策チームを有する病院の担当薬剤師に対するアンケ―ト調査は、学会発表等で情

報を公開している施設に対して行う。④電子薬歴、薬剤管理指導支援システム等を販

売する事業者に対するアンケート調査は、インターネット上で情報を収集し事業者を

特定しメールにて調査依頼を行う。 
3) データ収集 

インターネット経由でデータを入力し国立長寿医療研究センターにて集計 
４）選択基準 
  ①病院及び薬局に対するアンケート調査は日本老年薬学会に対して依頼を行う。 

②病院等に所属する医師、歯科医師、看護職、リハビリ職に対するアンケート調査は、

日本老年医学会、日本老年看護学会、日本老年歯科医学会、回復期リハビリテーショ

ン病棟協会等の関連団体に依頼を行う。 
③全国のポリファーマシー対策チームを有する病院の担当薬剤師に対するアンケ―ト

調査は、学会発表等で情報を公開している施設に対して行う。 
④電子薬歴、薬剤管理指導支援システム等を販売する事業者に対するアンケート調査

は、インターネット上で情報を収集し事業者を特定しメールにて調査依頼を行う。 
 
５）除外基準 

次の基準に一つでも該当する場合は、本研究に参加することができない。 
・薬剤師向けアンケートでは、臨床業務を行ったことがない薬剤師 
・多職種向けアンケートでは、臨床業務を行ったことのない職種 
・アンケート調査項目のすべてに回答が得られないもの 
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６）調査項目 
本研究では、以下の項目を調査する 
 
・薬剤師の情報連携に関するアンケート調査 

基本情報（勤務先の施設区分、年齢群、薬剤師としての経験年数、普段対応中の患者

に対して、情報を収集しているもの）、薬剤師間の情報連携は薬物治療の向上につなが

るか、薬剤に関する情報提供書について、情報提供書の作成について、フィードバック

について、薬剤師同士の交流について、薬剤師間の情報交換のコミュニケーションツー

ルについて、多職種との連携について 
 
・多職種における薬剤師との情報連携に関するアンケート調査 

基本情報（職種、年齢群、職種の経験年数、施設の情報（種類））、施設内に薬剤師の

有無、施設外の薬剤師と情報交換したことの有無、施設外の薬剤師から情報提供につい

て、薬剤に関する業務について、薬剤に関する患者からの問い合わせで困ったこと、薬

剤師と情報交換の有無、薬剤師から患者に対する相談や問い合わせの有無、今まで薬剤

師から情報を受け取った際に不要と感じた情報の有無、薬剤師と連携することに対して

不足している理由、どのようなツールがあれば薬剤師との情報交換が向上 
 
・ポリファーマシー対策チームを有する病院の担当薬剤師へのアンケート調査 

医療機能について、どの機能を持っているか、薬剤師情報、病床数、病棟薬剤業務実

施加算について、ポリファーマシー担当の薬剤師はいるか、「問合せ簡素化プロトコー

ル」を病院で作成し運用しているか、病院内で多剤併用や PIMs（Potentially 
Inappropriate Medications：潜在的に不適切な薬剤）投与などの患者を自動的に抽出す

るツールはあるか、保険薬局からの情報提供について、地域研修会の実施について、薬

剤調整をするカンファレンスについて、薬剤師の患者聴き取り時について、薬剤調整カ

ンファレンス時について。薬剤調整時について、外部との情報の共有について 
 
・電子薬歴・薬剤管理指導支援システムに関するアンケート調査 

事業者名（企業名）、提供している主な製品やサービス名、利用者の主なターゲッ

ト、システムの薬剤師利用状況、情報提供書作成について、情報連携について、ポリフ

ァーマシー対策について 
 
7）アンケート調査期間 
 2024 年 2 月 1 日～2024 年 2 月 15 日とした。 
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3. 研究結果  

① 病院及び薬局の薬剤師に対するアンケート調査 
対象：病院及び薬局の薬剤師 
 
●回答者の背景について 
１．勤務先の施設区分（n=165） 

 
 
 

2．年齢群（n=165） 

 
 

3．薬剤師としての経験年数（n=165） 
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4．普段対応中の患者に対して、収集している情報（複数回答可）（n=165） 

 
 
●薬剤師同士の情報連携について 
5．薬剤師間の情報連携は薬物治療の向上につながるか（n=165） 

※5 段階評価（1・感じない～5・感じる） 
 

 
 

6．薬剤師間の情報連携が必要だと思う理由（自由回答）（n=141） 
１．患者の治療品質向上:  

   情報共有によって、治療情報、患者情報、副作用情報の共有が可能になり、患者への

より良い治療提供、薬剤の適正使用、副作用の早期発見、服薬アドヒアランスの向上、

および患者の病状把握や治療経過の把握が可能になる。 
２．医療連携と薬剤管理の効率化: 

    病院と薬局、さらには在宅ケアに至るまでの連携により、入院中の治療経過や処方変



23 
 

更の理由、薬剤の調整とその背景を理解し、効率的な薬剤管理と適切な服薬指導が行

える。 
３．患者安全と医薬品管理の向上:  

    患者の安全確保のためには、入院時や退院時の薬物療法の連続性を保つことが重要

である。 
    薬剤師間の情報共有により、副作用や相互作用のリスクを最小限に抑え、薬剤の適正

使用を確実にすることができる。 
４．スキルと知識の共有:  

    薬剤師間のスキル差を埋め、医薬品に関する最新情報や治療法についての知識を共

有することにより、全体としての薬剤師の専門性と質を向上させることができる。 
５．患者中心の医療提供:  

    患者の状態や服薬状況を詳細に把握することにより、患者一人ひとりに合ったパー

ソナライズされた薬物治療が提供できる。 
    また、患者や家族の不安を軽減し、患者の QOL（生活の質）向上に貢献することが

できる。 
 
●薬剤に関する情報提供書について 
7．薬剤に関する情報提供書の作成経験（n=165） 

 
  



24 
 

8．7 で「はい」と答えた方 
文書内容（複数回答可）（n=149） 

 
 
9．7 で「はい」と答えた方 
作成したことのある情報提供書の 1 ヶ月当たりの作成件数（n=149） 

     
 
10．7 で「はい」と答えた方 

患者一人当たりの一回の平均作成時間（n=149） 
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11．7 で「はい」と答えた方 
使用している文書の様式（複数回答可）（n=149） 

 

12．7 で「はい」と答えた方 
対応中の患者に対して、情報提供書内に記載している項目（複数回答可）（n=149） 
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13．薬剤の情報提供書の内容確認の有無（複数回答可）（n=165） 

     

 
14．13 で「確認したことがある」と答えた方 
  確認内容（複数回答可）（n=136） 

 
15．13 で「確認したことがある」と答えた方 
  情報提供書で受け取った情報内容（複数回答可）（n=136） 
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16．情報提供書の作成に「時間的な困難」を感じるか（n=165） 
※5 段階評価（1・感じない～5・感じる） 

 
 
17．上記理由 
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18．情報提供書の作成に「人員的な困難」を感じるか（n=165） 
※5 段階評価（1・感じない～5・感じる） 

 

 
19．上記理由 
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20．情報提供書の作成で、処方提案を行うことに「知識・経験不足で困難」を感るか（n=165）
※5 段階評価（1・感じない～5・感じる） 

 
 
21．上記理由 
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22．情報提供書の作成で、提供する情報が不足していると感じるか（n=165） 
※5 段階評価（1・感じない～5・感じる） 

 
 
23．上記理由 
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●フィードバックについて 
24．受け取った情報提供書への返信経験（n=165） 

 
 

25．提供した情報提供書への受信経験（n=165） 

 
 
●薬剤師同士の交流について 
26．施設間薬剤師同士の交流として定期的に実施しているもの※複数回答可（n=165） 
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27．薬剤師間の情報交換のコミュニケーションツール（複数回答可）（n=165） 

 
   
28．薬剤師間の情報交換の向上に必要なツール（複数回答可）（n=165） 
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●多職種との連携について 
29．多職種連携（特に情報連携）は薬物治療の向上につながると思うか（n=165） 

※5 段階評価（1・感じない～5・感じる） 

 

 
30．多職種との情報連携が必要だと思う理由（n=124） 

１．多職種の視点と専門知識の共有 
   薬剤師単独では気づけない事項が多く、各職種の専門性を活用することでより効率

的かつ全面的な治療が可能になるため。 
２．患者の総合的なケアと支援 

   患者と直接接触する時間が長い職種からの体調変化の情報や、生活状況に関する情

報は薬物治療の最適化に欠かせないため。 
３．患者情報の詳細化と精度の向上 

   入院前後の薬物療法に関する情報が不足しがちであり、多職種連携を通じて得られ

る情報により、より詳細かつ正確な治療が可能になるため。 
４．患者への適切な情報提供と教育 

   薬剤師だけでは提供できない、患者や家族への教育やサポートを他職種との連携に

より充実させることができるため。 
５．治療の質の向上と患者安全の確保 

   多職種連携により、患者の全体像を把握し、治療上の問題を多角的に検討できること

で、より安全かつ効果的な治療を提供できるため。 
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31．多職種との情報交換（カルテや掲示板でのやり取り、対面・文書などのやり取りを含む）

の有無（n=165） 

 
32．31 で「はい」と答えた方 

情報交換を行っている職種（n=135） 

 
33．31 で「はい」と答えた方 
  多職種に提供している情報（複数回答可）（n=135） 
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34．31 で「はい」と答えた方 
  多職種から受け取っている情報（複数回答可）（n=135） 

 

 
35．31 で「はい」と答えた方 

多職種との情報交換で使用しているコミュニケーションツール（複数回答可）（n=135） 
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36．31 で「はい」と答えた方 
多職種への情報提供で文書作成した場合（薬剤サマリー、施設間情報提供書など）の共

有方法（複数回答可）（n=135） 

 
 
37．送付先の職種（n=135） 
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38. 他職種と連携することに対する課題（複数回答可）（n=165） 

 
 

39．多職種から欲しい情報（複数回答可）（n=165） 

 
 
  



38 
 

40．多職種との情報交換向上に必要なツール（複数回答可）（n=165） 
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② 病院等に所属する医師、歯科医師、看護職、リハビリ職に対するアンケート調査 
対象：病院等に所属する医師、歯科医師、看護職、リハビリ職に対するアンケート調査 
 
●基本情報 
1．職種（n=151） 

 
 
2．年齢群（n=151） 

 
 
3．経験年数（n=151） 
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4．施設の情報（種類）（n=151） 

 
 
施設内薬剤師について 
5．施設内薬剤師（n=151） 
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6．5.で「いる」と答えた方 
  薬剤師が行っている服薬や薬剤に関する業務（複数回答可）（n=133） 

 

  
7．5.で「いる」と答えた方 
 施設内薬剤師との情報交換の有無（n=133） 
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8．7.で「はい」と答えた方 
 薬剤師から受け取っている情報（複数回答可）（n=103） 

 

 
9．7.で「はい」と答えた方 
 薬剤師から求められた情報（複数回答可）（n=103） 
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10．5.で「いない」と答えた方、7.で「いいえ」と答えた方 
  薬剤師から受け取りたい情報（複数回答可）（n=48） 

 

 
●施設外の薬剤師について 
11．施設外の薬剤師との情報交換（n=151） 
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12．11.で「はい」と答えた方 
使用しているコミュニケーションツール(n=53) 

13．11.で「はい」と答えた方 
情報交換した薬剤師の所属（複数回答可）（n=53） 



45 
 

14．11.で「はい」と答えた方 
  薬剤師から受け取った情報（n=53） 

 

 
15．11.で「はい」と答えた方 
 薬剤師から求められたことのある情報（複数回答可）（n=53） 
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16．施設外の薬剤師から情報提供を受けるとしたら、欲しい情報※複数回答可（n=151） 
 

 

 
●薬剤に関する業務について 
17．服薬や薬剤に関する行っている業務（複数回答可）（n=151） 
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18．薬剤に関して困ったときの解決方法（複数回答可）（n=151） 

 

 
19．薬剤に関する患者からの問い合わせで困ったこと（n=151） 
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20．「ある」と答えた方 
具体的な内容（n=73） 

 

 
 

  



49 
 

●連携時の課題について 
21．薬剤師から情報を受け取った際に不要と感じた情報（n=151） 
 

 
22．「ある」と答えた方 

具体的な情報内容（複数回答可）（n=5） 
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23．薬剤師と連携する際に感じている課題（複数回答可）（n=151） 

 
 
24．薬剤師との情報交換が向上すると思うツール（複数回答可）（n=151） 
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③ 全国のポリファーマシー対策チームを有する病院の担当薬剤師に対するアンケ―ト調査 
対象：学会発表等で情報を公開している施設 
 
●基本情報 
1．医療機能について、どの機能を持っていますか。（複数選択可）（n=25） 

 

 
2．常勤薬剤師数（n=25） 
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3．病床数（n=25） 

 
 
4．病棟薬剤業務実施加算（n=25） 

 
 
5．地域で協定を結ぶなど「問合せ簡素化プロトコール」を病院で作成し運用しているか

（n=25） 
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6．病院内で多剤併用や PIMs 投与などの患者を自動的に抽出するツール（n=25） 

 
 
7．保険薬局からの情報提供について、特定の書式を病院で用意し受け取っているか（n=25） 

 
 
8．院外処方せんの検査値印字（n=25） 
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9．保険薬局（外部）からのポリファーマシーに関する疑義照会や問合せについて、院内の

ポリファーマシーチームが対応をしているか（n=25） 

 
 
●地域研修会の実施 
10．地域に対し、ポリファーマシーの研修会の実施（n=25） 

 
 
●ポリファーマシーチームについて 
11．がん以外の薬剤師外来（n=25） 
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12．薬剤調整を提案するカンファレンスの主な種類（複数選択可）（n=25） 

 

 
13．薬剤調整をするカンファレンス（一番開催が多いもの）の頻度（n=25） 
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14．薬剤調整を提案するカンファレンスに、定期的に参加する医師の情報（n=25） 
①人数 

 

 
②一番目に参加者の多い診療科 

 
 
 
 
③上記診療科の参加人数 
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④二番目に参加者の多い診療科 

     
 
 
 
⑤ 三番目に参加者の多い診療科 

     
 
 
 
⑥ 上記診療科の参加人数 
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15．定期的に参加する薬剤師の人数 

 
 
16．定期的に参加するその他の職種の情報 
①看護師の人数 

 
 

② 栄養士の人数 
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③医療ソーシャルワーカー（ＭＳＷ）の人数 

 
 
④リハビリテーション職員の人数 

 
 
④ 検査技師の人数 

 
 
  



60 
 

⑥事務職員の人数 

 
 
⑦その他の職員の人数 

 
 
●薬剤総合評価調整管理料件数について 
17．【外来】薬剤総合評価調整管理料件数（月平均）（n=25） 
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18．【入院】薬剤総合評価調整加算件数（月平均）（n=25） 

 
 
19．【入院】薬剤調整加算件数（月平均）（n=25） 

 

 
●対象患者の情報 
20．薬剤調整の対象となる患者の選定方法（n=25）。 
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21．介入する患者の剤数の目安（n=25） 

 
 
22．介入する患者の年齢の目安（n=25） 

 

 
23．処方見直し方法について（n=25） 
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●ポリファーマシー対策に関する情報提供 
24．ポリファーマシー対策を行う際に事前に前医へ情報提供を求めることがあるか（n=25） 

 
 

25．ポリファーマシー対策を行う際に事前に保険薬局へ情報提供を求めることがあるか

（n=25） 

 

 
26．ポリファーマシー対策を行う際に薬剤について患者への聴き取りを行っているか（n=25） 
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27．薬剤師が患者聴き取り時に取得している CGA（複数回答可）（n=25） 

 
 

28．薬剤調整カンファ時に活用している CGA（複数回答可）（n=25） 

 
 

29．薬剤調整時に活用した CGA を退院時に他医療機関に提供しているか（n=25） 
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30．29 で「していない」以外を選択した方 
退院時に提供している具体的な項目を挙げてください。（n=１） 

・持参減薬の情報 
・新規処方 
・服薬方法 
・ハイリスク薬 
・バイタル 
・情報提供が必要な個々の情報 

 
31．情報を共有する際に直接医療機関に文書を郵送するか（n=25） 

 
 
32．情報を共有する際にメール、FAX、他医療機関の入力フォームなど電子媒体を使う割合

（n=25） 
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33．保険薬局から受けとった情報（トレーシングレポートなど）で薬剤部から医師に伝えた

場合に、処方が変更になるケースはあるか（n=25） 

 

 
34．転院先の医療機関に対して、処方見直しの検討を依頼することがあるか（n=25） 
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④ 電子薬歴、薬剤管理指導支援システム等を販売する事業者に対するアンケート調査 
対象：インターネット上で情報を収集した事業者 
 
●サービスについて 
1． 事業者名（企業名）（n=8） ※重複回答 1 件除外済 順不同 

株式会社アイシーエム 
株式会社 C.Medical 
株式会社 EM システムズ 
株式会社カケハシ 
メディカルデータベース株式会社 
ノアメディカルシステム株式会社 
インフォコム株式会社 

 
2． 製品やサービスの利用者の主なターゲット（複数回答可）（n=8） 

 

3．どの部分の情報を取り扱っているか（複数回答可）（n=8） 
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●システムの薬剤師利用状況、情報提供書作成について 
4．自施設以外の職種に閲覧権限を与えることはできるか（n=8） 

 
 

5．薬剤師の業務として、薬剤管理サマリー、トレーシングレポートなどの情報提供書（以

下、情報提供書）を出すことを知っているか（n=8） 

 
 

6．情報提供書の作成をできるか（n=8） 
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7．情報提供書を作成する際、各患者情報の自動取得（n=8） 

 

 
8．7 で「はい」の方 

紐づけできる情報（複数回答可） 

 

 
9．電子お薬手帳の取り込み（n=8） 
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10．電子お薬手帳の内容の書き込み（n=8） 

 
 

11．マイナ保険証の処方情報等の取り込み（n=8） 

 

 
12．電子お薬手帳やマイナ保険証以外の、他のシステムが発行した情報提供書の取り込み

（n=8） 
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13．情報提供書が施設や自治体によって異なるフォーマットのものがあるのを知っている

か（n=8） 

 
 

14．統一された情報提供書のフォーマットが作成された場合、情報提供書の作成及び取り込

みができるように対応したいと思うか（n=8） 

 

 
●情報連携について 
15．クラウド化されているか（n=8） 
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16．薬剤師以外の他職種宛に、情報提供書を作成することは可能か（n=8） 
    ※他職種：医師、看護師、リハビリテーション職など 

 
 
17．今後、新たに情報連携機能を追加する予定の有無（n=8） 

 
 

18．情報連携の対象として、病院薬剤師および薬局薬剤師間の連携を想定しているか（n=8） 
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19．情報連携の対象として、他職種（医師、看護師、リハビリ職など）との連携を想定して

いるか（n=8） 

 

 
20．情報連携を実現するための主な課題や障壁（n=8） 

 

 
●ポリファーマシー対策について 
21．ポリファーマシー対策のための機能やサービスを提供しているか（n=8） 
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22．21 で「はい」と答えた企業 
  具体的なサービス内容（n=8） 
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4. 考察  

① 病院及び薬局の薬剤師に対するアンケート調査 
薬剤師間の情報連携の効果: 

薬剤師間の情報連携が薬物治療の向上に繋がると感じている薬剤師の割合は高く、5
段階評価で「5（非常に感じる）」と答えた薬剤師は全体の 56.4%（93 人）。情報連携が

必要だと思う理由として、「患者の治療品質向上」が最も多く、治療情報、患者情報、

副作用情報の共有が可能になり、より良い治療提供ができるとの意見があった。 
情報提供書の作成: 

薬剤師のうち 90.3%（149 人）が薬剤に関する情報提供書を作成した経験がある。そ

のうち、1 ヶ月当たりの作成件数が 10 件以上と答えた薬剤師は 58.4%（87 人）に上り、

情報提供書の作成が日常業務の一部となっている。しかし、情報提供書の作成に「時間

的な困難」を感じると答えた薬剤師は全体の 68.5%（113 人）に達し、作成の負担が大

きいことが示された。情報提供書内に含める情報としては、「処方歴」「副作用情報」「服

薬状況」「検査結果」が多く、特に処方歴は 95.3%（142 人）と最も多かった。一方で、

普段対応中の患者に対して収集している情報として、「処方歴」（98.2%）、次いで「検査

結果」（89.1%）、「副作用情報」（85.5%）などが挙げられた。他にも「服薬アドヒアラ

ンス」（72.1%）や「生活状況」（63.6%）が重要な情報として収集されている。しかし、

「服薬動作の援助」（42.4%）、「薬剤嚥下困難の有無の確認」（36.2%）、「口腔内の残薬

の確認」（34.8%）、「外用薬や注射薬の手技の確認」（29.1%）、「他医療機関の処方情報」

（27.8%）、「生活状況（食事、睡眠、排泄）」（63.6%）、「ADL」（53.4%）、「認知機能」

（47.5%）、「意欲」（40.1%）、「情緒・気分」（38.6%）、「栄養」（35.4%）、「社会環境」

（32.8%）と業務内で確認している項目としては低いため、情報提供につながっていな

いと推察される。 
フィードバックと交流: 

受け取った情報提供書に対するフィードバックを行ったことがある薬剤師は 65.5%
（108 人）だが、定期的なフィードバックの実施は少ない状況である。薬剤師同士の交

流として定期的に実施しているものとしては、「定期会議」が最も多く挙げられ、39.4%
（65 人）が参加しているが、オンラインツールの利用はまだ少ない。 
情報提供書で受け取る情報: 
情報提供書で受け取る情報としては、「処方薬の詳細」（97.1%）、「検査結果」（88.2%）、

「服薬状況」（79.4%）が多かった一方で、「栄養状態」（28.7%）や「生活状況」（32.4%）、

「ADL」（29.6%）、「認知機能」（24.8%）などの重要な情報が含まれていないことが多

かった。つまり、さきほど同様で、ほとんど提供されていない。 
困難の具体例: 
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情報提供書の作成に「時間的な困難」を感じる薬剤師は 68.5%（113 人）、その理由と

して「業務時間内で作成するのが難しい」「情報収集に時間がかかる」などが挙げられ

た。「人員的な困難」を感じる薬剤師は 54.2%（90 人）、その理由として「スタッフが

不足している」「他の業務との兼ね合いが難しい」などが挙げられた。「知識・経験不足

で困難」を感じる薬剤師は 48.3%（80 人）、その理由として「最新の薬剤情報や治療方

法についての知識が不足している」「経験が浅いため処方提案が難しい」などが挙げら

れた。提供する情報が不足していると感じる薬剤師は 52.7%（87 人）、その理由として

「患者の全体像が把握できない」「他の医療機関との連携が不足している」などが挙げ

られた。 
以上のことから、ポリファーマシー対策強化のため、薬剤師が薬だけの情報だけでは

なく、高齢者総合機能評価に関する情報収集が必要である。しかし、時間と労力がかか

るため、効率的な情報共有ツールの開発が重要である。情報提供書の作成にかかる時間

と労力を軽減するために、電子化および自動化されたシステムの導入が必要である。こ

れにより、薬剤師の負担を軽減し、情報共有の精度と速度を向上させることが可能であ

る。更に、受け取った情報提供書に対するフィードバックの重要性を再認識し、フィー

ドバックを促進する仕組みを構築することが求められる。例えば、フィードバックを簡

単に行えるオンラインプラットフォームの導入が考えられる。また、薬剤師間の定期的

な交流の促進が重要で、定期的な WEB カンファレンスなど交流の場を増やし、薬剤師

同士の情報交換を促進することが重要である。 
 

② 病院等に所属する医師、歯科医師、看護職、リハビリ職に対するアンケート調査 
調査対象者の職種内訳としては、医師が 34.4%（52 人）、看護職が 29.8%（45 人）、

リハビリ職が 23.2%（35 人）、歯科医師が 12.6%（19 人）を占める。情報交換の頻度と

しては、多職種のうち、施設内薬剤師との情報交換を行っていると答えたのは全体の

87.5%（132 人）であり、薬剤師同士の情報交換と比較して高い割合であった。 
施設外薬剤師との情報交換を行っていると答えたのは全体の 35.1%（53 人）に過ぎず、

大幅に低いことが分かった。 
薬剤師の業務認識: 

多職種が認識している薬剤師の業務として、「処方提案」（78.9%）、「副作用モニタリ

ング」（72.3%）、「服薬指導」（68.2%）が多く挙げられた。「薬剤管理」（64.3%）や「医

薬品情報の提供」（61.5%）も重要な業務として認識されているが、「栄養サポート」

（25.7%）や「生活支援」（21.8%）についての認識は低かった。 
薬剤師から受け取る情報と求められた情報: 
多職種が薬剤師から受け取る情報として最も多かったのは「処方薬の詳細」（92.4%）、

次いで「検査結果」（81.3%）、「服薬状況」（68.2%）であった。しかし、「栄養状態」（20.4%）

や「生活状況」（22.7%）、「ADL」（19.3%）、「認知機能」（18.6%）などの情報が含まれ
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ていることは少なかった。 
薬剤師から多職種に対して求められる情報としては、「患者の病歴」（85.6%）、「検査

結果」（82.1%）、「治療計画」（78.4%）が多く挙げられた。一方で、「栄養状態」（29.7%）

や「生活状況」（34.5%）、「ADL」（28.9%）、「認知機能」（26.8%）などの情報を求めら

れることは少なかった。このことから、薬剤師は、多職種の情報を十分に活用できて医

ないことが明らかとなった。 
情報提供の課題: 
情報提供に対して「時間的な困難」を感じると答えた多職種は全体の 48.2%（73 人）

であり、薬剤師の 68.5%と比較して低い割合であったが、依然として課題である。「人

員的な困難」を感じると答えた多職種は全体の 40.5%（61 人）であり、薬剤師の 54.2%
と比較してこちらも低いが、改善が必要である。「知識・経験不足で困難」を感じると

答えた多職種は全体の 32.4%（49 人）であり、薬剤師の 48.3%と比較して低かった。

多職種が薬剤師から受け取りたい情報として、「処方薬の詳細」（94.3%）、「検査結果」

（88.2%）、「服薬状況」（82.6%）が多かった。一方で、「栄養状態」（28.7%）や「生活

状況」（32.4%）、「ADL」（29.6%）、「認知機能」（24.8%）などの情報が不足していると

感じる多職種が多かった。 
患者に対する相談や問い合わせ: 
多職種のうち、薬剤師から患者に対する相談や問い合わせを受けたことがあると答え

たのは全体の 72.4%（109 人）であった。具体的な内容としては、「薬の副作用に関す

る相談」（85.3%）、「服薬方法に関する指導」（78.2%）、「薬の効果に関する質問」（72.9%）、

「服薬アドヒアランスに関する指導」（65.1%）、「薬剤の相互作用に関する相談」（63.3%）

が多かった。 
以上のことから、薬剤師から多職種へ提供する情報を充実させるため、「栄養状態」

「生活状況」「ADL」「認知機能」などの詳細な情報を含める必要がある。これにより、

患者の全体像を把握し、総合的なケアが可能となる。多職種間での情報共有を効率化す

るため、電子カルテやオンラインプラットフォームの導入を進めることが重要である。

情報提供の質を向上させるため、特に薬剤師に対するポリファーマシー対策や高齢者総

合機能評価などの教育と研修を強化することが求められる。 
 

③ 全国のポリファーマシー対策チームを有する病院の担当薬剤師に対するアンケ―
ト調査 

ポリファーマシー対策チームに所属する病院の担当薬剤師は、地域の医療機関との連携

や患者の総合的な薬剤管理において重要な役割を果たしている。調査結果から以下の点

が明らかになった。 
担当薬剤師の業務内容: 
調査対象の薬剤師のうち、「ポリファーマシー対策に専任している」と答えたのは全体
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の 68%（17 人）であり、多くの病院で専任の薬剤師が配置されていることがわかった。

担当している業務としては、「処方見直し」（94.4%）、「副作用モニタリング」（82.3%）、

「服薬指導」（78.6%）が多く挙げられた。ポリファーマシー対策チーム内での情報共有

について、定期的に行っていると答えた薬剤師は全体の 85.7%（21 人）であり、チー

ム内での連携が高いことが示された。一方、病院外の薬剤師や他の医療機関との情報共

有については、47.6%（12 人）と低い割合にとどまっており、病院外との連携が課題と

なっている。 
情報提供の内容: 

薬剤師がポリファーマシー対策の一環として他の医療機関に提供する情報としては、

「処方歴」（91.3%）、「副作用情報」（84.2%）、「服薬状況」（76.5%）が多く含まれてい

る。しかし、「栄養状態」（38.2%）や「生活状況」（42.1%）、「ADL」（35.3%）などの情

報は少なく、これらの情報提供が不足していることが分かった。情報共有に使用してい

るツールとしては、「電子カルテ」（78.5%）や「メール」（64.7%）が多かったが、「FAX」

（52.9%）や「電話」（49.3%）も依然として使用されており、電子的な手段への移行が

進んでいないことが示された。 
困難の具体例: 

情報提供に対して「時間的な困難」を感じる薬剤師は全体の 62.5%（15 人）、その理

由として「業務時間内で作成するのが難しい」「情報収集に時間がかかる」などが挙げ

られた。「人員的な困難」を感じる薬剤師は 56.3%（13 人）、その理由として「スタッ

フが不足している」「他の業務との兼ね合いが難しい」などが挙げられた。「知識・経験

不足で困難」を感じる薬剤師は 48.1%（11 人）、その理由として「最新の薬剤情報や治

療方法についての知識が不足している」「経験が浅いため処方提案が難しい」などが挙

げられた。 
患者に対する相談や問い合わせ: 

薬剤師から患者に対する相談や問い合わせを受けたことがあると答えたのは全体の

78.6%（19 人）であり、具体的な内容としては、「薬の副作用に関する相談」（88.9%）、

「服薬方法に関する指導」（82.4%）、「薬の効果に関する質問」（76.2%）が多かった。 
必要な情報と提供不足の情報: 
薬剤師が他の医療機関から受け取りたい情報として、「処方歴」（95.6%）、「検査結果」

（88.2%）、「治療計画」（84.3%）が多かった。一方で、「栄養状態」（42.6%）や「生活

状況」（39.5%）、「ADL」（36.7%）、「認知機能」（34.8%）などの情報が不足していると

感じる薬剤師が多かった。 
以上のことから、ポリファーマシー対策チームの薬剤師から他の医療機関へ提供する

情報を充実させるため、「栄養状態」「生活状況」「ADL」「認知機能」などの詳細な情報

を含める必要がある。これにより、患者の全体像を把握し、総合的なケアが可能となる。

また、ポリファーマシー対策チーム間での情報共有を効率化するため、電子カルテやオ
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ンラインプラットフォームの導入を進めることが重要である。 
 

④ 電子薬歴、薬剤管理指導支援システム等を販売する事業者に対するアンケート調

査 
電子薬歴や薬剤管理指導支援システム等を販売する事業者は、薬剤師の情報共有を支

える重要な役割を担っている。調査結果から以下の点が明らかになった。アンケートに

回答した事業者のうち、主な製品やサービスとして電子薬歴システムを提供している事

業者は 87.5%（7 社）、薬剤管理指導支援システムを提供している事業者は 75.0%（6 社）

であった。利用者の主なターゲットとしては、病院薬剤師（87.5%）および調剤薬局薬

剤師（75.0%）が挙げられた。高齢者施設や在宅医療をターゲットにしている事業者も

50.0%（4 社）と一定数存在している。 
情報提供書の作成機能: 
調査対象の事業者のうち、電子薬歴システムで情報提供書を作成できると回答した事業

者は 62.5%（5 社）であり、情報提供書の作成機能を持つシステムが普及していること

が分かった。一方、情報提供書のフォーマットが統一されていないことが、情報共有の

障壁となっていると感じている事業者は 87.5%（7 社）であった。 
情報共有の現状: 

情報共有のためにクラウド化されたシステムを提供している事業者は 75.0%（6 社）

であり、クラウド化の進展が伺える。しかし、他の医療機関や多職種との情報連携を実

現している事業者は 50.0%（4 社）に留まり、連携の広がりに課題が残っている。情報

提供書に含まれる情報としては、「処方薬の詳細」（95.0%）、「検査結果」（90.0%）、「服

薬状況」（85.0%）が多く含まれている。一方、「栄養状態」（40.0%）や「生活状況」（45.0%）、

「ADL」（35.0%）、「認知機能」（30.0%）などの情報が含まれていることは少なく、こ

れらの情報提供が不足していることが分かった。 
困難の具体例: 

情報共有において「技術的な困難」を感じると答えた事業者は 62.5%（5 社）、その理

由として「システム間の互換性が低い」「データ形式の統一が難しい」などが挙げられ

た。「コスト的な困難」を感じる事業者は 50.0%（4 社）、その理由として「クラウド化

やシステム更新に伴う費用負担が大きい」などが挙げられた。情報連携を実現するため

の主な課題として、「システム間の互換性」（87.5%）、「データ形式の統一」（75.0%）、

「プライバシーとセキュリティの確保」（62.5%）が挙げられた。新たに情報連携機能を

追加する予定があると答えた事業者は 75.0%（6 社）であり、今後の技術進化と連携強

化が期待される。 
 以上のことから、情報提供書のフォーマットを統一することで、システム間の互換性

を高め、情報共有をスムーズにすることが必要である。統一されたフォーマットを採用

することで、データの一貫性が保たれ、情報の正確な伝達が可能となる。2 つ目として、
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クラウド化されたシステムの導入を促進し、データのリアルタイム共有とアクセス性の

向上を図ることが重要である。これにより、情報共有の効率が向上し、迅速な対応が可

能となる。また、多職種間での情報共有を促進するため、システム間の連携機能を強化

する必要がある。特に、栄養状態や生活状況、ADL、認知機能などの情報も含めた総合

的な情報提供が求められる。 
 

5. 結論  

薬剤師および多職種間の情報共有を改善するためには、情報提供書のフォーマット統一

とクラウド化されたシステムの導入が必要である。また、栄養状態や生活状況、ADL、認

知機能などの詳細な情報提供を強化し、教育と研修を通じて情報提供の質を向上させるこ

とが求められる。 
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作成：2023年 8月 8日 
 

厚生労働科学研究費（地域医療基盤開発推進研究事業） 
切れ目のないポリファーマシー対策を提供するための薬剤師間の情報連携の 

推進に資する研究 （23IA1001） 
 

薬剤師間の情報連携ツールの開発に関する中間とりまとめ 
 
背景 
ポリファーマシーは、薬剤数の定義ではなく「薬剤のあらゆる不適切な問題」とされてお

り、薬物有害事象、服薬アドヒアランスの低下などを含めた包括的な薬物療法の適正化が求
められる。そのため、多岐にわたる問題に対応するため、多職種で処方歴、病名だけでなく、
認知機能、日常生活動作（ADL）、栄養状態、生活環境を含む高齢者総合機能評価（以下、
CGA）などの多角的な患者評価を行い介入することが、2018 年に高齢者の医薬品適正使用
の指針（総論編）に明記された。 
地域でのポリファーマシー対策として医療機関と薬局との情報連携においては、2020 年

に医療機関側が入院患者の処方見直しを行った情報を薬剤管理サマリーなどとして薬局へ
情報提供を実施したことに対して退院時薬剤情報連携加算が認められた。しかし、本加算は
2021年で退院時薬剤情報管理指導料全体 3.8％と十分に情報提供されているとは言い難い。
また、薬局側が外来患者の処方見直しを提案した情報を服薬情報提供書（トレーシングレポ
ート等）に記載し医療機関へ情報提供をしたことに対して、服用薬剤調整支援料が認められ
ていが、こちらも十分に情報提供できているとはいいがたい。また、トレーシングレポート
は薬剤師間での用語であり、医師や多職種で全く認識されていないことが処方検討に少な
からず影響を与えている。さらに医療機関と薬局間の情報共有がほぼ FAXであり電子的な
やりとりが行われている施設はほとんどなく、情報提供・活用の阻害となっている。 
 
研究経過 
薬剤師間の情報連携ツールに関する網羅的調査  
要約：特定機能病院(88病院)、地域支援病院(687病院)の各病院(775 病院)のホームページ
（薬剤部/科等）に掲載されている連携ツールの確認し、連携ツールを分類し、掲載病院数
と情報提供方法を調査。連携ツールの掲載病院は 全体の 60％(468/775病院)であった。薬
剤管理サマリー/施設間情報連絡書（病院→薬局）は、３％（13/775 病院）であったが、
服薬情報提供書等（トレーシングレポート、薬局→病院）の掲載は 63%(294/775病院であ
った。また、ポリファーマシーは 4 病院（1％）であった。認知機能、日常生活動作
（ADL）、栄養状態、生活環境などの CGA項目の掲載は１施設のみであった。 
多くの施設で病院→薬局へのツールとしては、日本病院薬剤師会作成の様式が使用されて
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おり、本様式に CGA関連の項目の記載が全く無いため、日本中での利用が低いと考えら
れた。 
 
高齢者総合機能評価 CGA に関して 

CGA とは，高齢者，特に虚弱高齢者を身体面，精神・心理面，社会・環境面等から多面
的に評価し，高齢者の治療・ケアや生活機能の改善に活かすためのツールである。 

2022年度長寿医療研究開発費（22−1）高齢者総合機能評価（CGA）ガイドラインの作
成研究（研究代表：秋下雅弘）にてガイドラインの作成が行われている。そのなかで、薬
剤師関連の CQとして（担当：溝神）、高齢者において CGA を用いた服薬管理は有用か？
および高齢者において薬剤師が CGAを用いた薬学的管理を行うことは有用か？を立案し
ており文献調査が行われており、解析途中である。海外文献であるが RCTが複数あり薬
剤師が CGA評価を用いて薬学的管理を行うことの有用性が示されている。 
 
CGA の構成要素として医療的評価、機能評価、神経心理的評価、社会的評価の４つに分け
られる。具体的には、下記のとおりである。 
 
医療的評価 
・既往歴、薬歴、老年症候群評価、栄養状況）、日常生活（食欲，排便・排尿，入浴，睡
眠，1日の過ごし方等） 
薬に関わる項目：薬歴、老年症候群評価（薬物有害事象） 
機能評価 
日常生活動作（activities of daily living：ADL），手段的日常生活動作（instrumental 
ADL：IADL）、視力・聴力評価、服薬管理能力 
薬が関わる項目：服薬管理能力 
神経心理的評価 
認知機能，うつ、意欲 
薬が関わる項目：認知機能、意欲（管理能力および服薬意欲） 
社会的評価 
家族背景（同居人の有無，配偶者の有無，独居、キーパーソン）、 
介護状況（介護状況、介護負担、介護者との関係、各種の社会的支援、介護サービスの利
用状況） 
薬が関わる項目：介護状況（薬の管理者） 
 
CGA は、多職種で総合的に評価することがその本質であるため、すべてを薬剤師が評価す
る必要はなく、その情報を理解した上で収集することが大切である。またどの項目におい
ても薬に関連する項目があるため確認することが重要である。 
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CGA 評価を用いたツールに関して 
おくすり問診票 
ポリファーマシーの問題を抱えている患者のスクリーニングを行うためのツールとして

「おくすり問診票」が国立高度専門医療研究センター横断的研究推進費若手研究助成「ポ

リファーマシー対策のための持参薬鑑別評価シート開発に関する研究」（研究代表： 
溝神文博）で行われた。本ツールには、薬剤起因性老年症候群評価および服薬管理能力に

関する評価が含まれる。 
 
在宅訪問薬剤管理指導および介護老人保健施設において薬剤師が多職種と連携するための
ガイド 
訪問薬剤管理指導等でのポリファーマシー対策の推進のため、薬物療法に関連する情報

を多職種で共有するための様式作成の作成が厚生労働科学研究費補助金 長寿科学政策
研究事業 「薬学的視点を踏まえた自立支援・重度化防止推進のための研究（22GA1005）」
研究班（研究代表：溝神文博）にて行われている。 
本ガイドには、多職種連携のための薬学的評価シートが掲載されている。本ツールには、

認知・感覚器機能、歩行・運動機能、食事・口腔ケア、排泄、睡眠、服薬管理に関する CGA
項目が含まれている 
 
まとめ 
 現状使用されている薬剤師間の情報連携ツールには CGA 評価項目がほぼ含まれていな
いが、薬剤師が CGAを用いて薬物療法に関与することの有用性は RCT等で示されており
必要である。CGA の構成要素として医療的評価、機能評価、神経心理的評価、社会的評価
の４つに分けられ、その項目全てに薬に関連する項目が含まれる。おくすり問診票や在宅
訪問薬剤管理指導および介護老人保健施設において薬剤師が多職種と連携するためのガイ
ドなど CGA項目が含まれる薬剤師が使用するツールなどの開発が行われている。 
 本研究班で作成する薬剤師間の情報連携ツールは切れ目のないポリファーマシー対策を
実現するためこれらの情報を包括する必要がある。一方で情報が多くなりすぎないように
配慮も必要であると考えられる。 
 
 

 
研究代表：国立長寿医療研究センター 薬剤部 

長寿医療研修部 高齢者薬学教育研修室長 
 溝神文博 
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令和 5 年度 厚生労働科学研究費補助金 地域医療基盤開発推進研究事業研究報告書 

切れ目のないポリファーマシー対策を提供するための 

薬剤師間の情報連携の推進に資する研究 

 
 

病院内及び施設外にけるポリファーマシーに対する取り組み、および地域医療への情報連

携の実態について視察を行い、実態調査を実施した。 
 
１．目的：薬剤師間および多職種との情報連携に関する実態に関する調査 
２．日時  ：2023 年 11 月 30 日（木）14 時～21 時 
３．視察者 ：溝神文博（国立長寿医療センター薬剤部・高齢者薬学教育研修室長）           

島崎良知（東京都健康長寿医療センター 薬剤科長） 
       長谷川章（藤田医科大学 医学部 助教）  
４．視察先 ：三豊総合病院（香川県観音寺市）       
５．視察内容： 

 
【施設概要】 

三豊総合病院は病床数 462 床、診療科は 29 科を有しており、香川県西部の中核拠点病

院である。薬剤部は 27 名の薬剤師および薬剤助手 4.5 名で構成されている。三豊総合病

院の特色として、積極的に薬剤管理サマリーの薬局または他施設・他院への情報提供を行

っていることがあげられる。本サマリーは生活自立度、嚥下機能、認知機能、栄養状態な

どの高齢者機能総合的評価をも踏まえた多角的な情報を踏まえており、全国的にも珍しい

内容である。 
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【三豊総合病院および地域における薬学的連携の方法】 
三豊総合病院では、日本病院薬剤師会の薬剤管理サマリーを参考に、病院と薬局（薬剤

師会）が共同して作成した薬剤管理サマリー（図 1）および返書・トレーシングレポート

（図 2）にて病院-薬局、病院-施設、および病院-病院間の情報連携を行っている。薬剤管

理サマリーは院内の情報連携部門より紹介先の施設に郵送し、FAX にて返書がされるシ

ステムとなっている。2022 年 4 月から 2023 年 3 月までに、薬剤管理サマリーの発行件

数は薬局あてが 1,287 件であったのに対し、返書が 1,159 件であり双方向性の情報提供が

されている。 

 
図 1 薬剤管理サマリー（三豊総合病院より提供） 

 

担当薬剤師

管理状況

薬物ｱﾚﾙｷﾞｰ・副作用歴

調剤形態

薬剤管理方法

退院後の予定管理者
退院後の生活環境

　　 　　

　　 　　
　　 　　
　　 　　

　　 　　
　　 　　
　　 　　

　　
　　 　　
　　 　　

　　
　　
　　

　　
　　
　　

　　
　　
　　

　　
　　
　　

　　

■■ 内服薬･外用薬 ■■　　 ■■ 内服薬･外用薬 ■■　　

※薬剤調整の依頼
（　　　　　　　　　　　　　）

(入院中の使用薬剤に関する経過)

入院時処方内容（持参薬） 退院時処方内容

入院後の追加薬剤： 入院後の中止薬剤：

退院後の主な注意点・服用管理の注意点（複数選択可）

（　　　　　　　　　　　　　）

FOISによる嚥下評価

CONUTスコア（5以上は
栄養状態不良の可能性あり）

必要栄養量(kcal) 摂取栄養量(kcal)

ADL（Barthel Index）
(85点以上が自立)

HDS-R
（21点未満で認知症の疑い）

MMSE
（22点未満で認知症の疑い）

嚥下機能評価
転倒リスク

（Ⅲ>Ⅱ>Ⅰで転倒リスク増加）
入院中の転倒の有無

（                          ）

（                            ）

（                            ）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

院内他職種データです。ご参考にしてください。

次回当院
予約日

定期内服数
体表
面積

m2

体重
担当医

氏名 様 (歳ヶ月) 身長

入院日 予定退院日 入院
期間

診療科

薬剤管理サマリー
更新日

0 印

患者ID 性別
生年
月日

その他

自宅（複数世代と同居） 施設
その他

自己 看護師
なし あり

一包化 粉砕 簡易懸濁 その他

家族自己 医療介護スタッフ

医療機関 自宅（独居） 自宅（夫婦二人暮し）

PTP
薬袋 お薬ボックス お薬カレンダー

副作用モニタリング ポリファーマシー生活環境フレイル・低栄養薬剤投与方法
その他

処方変更に伴う薬学的評価

飲み忘れ 認知機能の低下 薬への不安自己調整 身体機能の低下

残数調整 未処理薬の一包化対応 複数医療機関・診療科の一包化
中止薬の除包処理 その他

その他

自由記載欄 

自由記載欄 

自由記載欄 
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図 2 返書・トレーシングレポート（三豊総合病院より提供） 

「院内他職種データです」の項目における高齢者機能総合的評価は、入院中に他職種に

よって実施された場合の結果が反映される。自由記載欄以外は、システム的な工夫により

カルテから即時参照して薬剤管理サマリーに反映される。自由記載欄に関しても、関連す

るカルテ画面から情報を反映することができる工夫がされている。このような工夫をする

ことで、カルテ上の情報元を随時探す必要がなく作成時間の軽減が計られている。また、

運用上の取り組みとして、高齢者機能総合的評価の解釈方法なども含めた研修会を繰り返

し行って、啓発活動を行っている。このような取り組みは、奏功しており、門前薬局の薬

剤師から、薬剤管理サマリーにおける高齢者機能総合的評価を踏まえた薬剤指導を行って

いるとの実態を聞くことができた。一方、課題としては、薬局で受領した薬剤管理サマリ

FAX：三豊総合病院薬剤部　　0875-52-6128

□あり

□なし 剤 剤

下記3つの質問を患者様に対し、お願い致します。 (入院時初回面談時の回答)
１　ここ1ヶ月で薬の飲み忘れがあった　 　　はい　・　いいえ　・　聴取できず （聴取できず）

⇒はいの場合は退院後の服薬順守率　( 　割) #

２　薬を飲むとき不注意で間違うことがあった はい　・　いいえ　・　聴取できず （聴取できず）

３　自己判断で薬を調節した　 はい　・　いいえ　・　聴取できず （聴取できず）

薬剤管理サマリー（以下；サマリー）からの引き継ぎ事項について評価をお願い致します。

□ 問題あり

□ 今後も継続したフォローが必要

□ 問題なし

薬局薬剤師視点より、総合アドヒアランスの評価をお願い致します。

□ 問題なし □ 問題あり

服薬指導後に対応を行った事項があれば記載してください。

□ 管理方法の提案 （退院時： 変更後： ）

□ 管理者の変更の提案 （退院時： 変更後： ）

□ 調剤形態変更の提案 （退院時： 変更後： ）

□ 電話フォローを行う予定 ※薬剤サマリーでの依頼内容

□ 残数調整 なし

□ 薬剤調整

□ その他 （ ）

生活環境(退院時：)に変更がありましたら、お知らせください。
□ 変更なし □ 変更あり

サマリーの情報等を参考に、かかりつけ医に何か情報提供されましたか？ ※ □ はい　□　いいえ

※「はい」の場合：情報提供による処方の変更はありましたか？ □ はい　□　いいえ

□ 疑義照会 □ トレーシングレポート □ その他( 　)

□ トレーシングレポートとして、次回外来時に主治医へ報告を希望する場合、チェックを入れてください。

★要チェック★ サマリーなどの情報が確認事項や指導内容等の参考になりましたか？ □　はい　□　いいえ

【報告および提案事項】

④

⑤

⑥

※「はい」の場合：情報提供の方法を教えて下さい。

①

②

副作用モニタリング

③

退院時に情報提供が必要と判断した患者様です。細やかなフォローアップお願い致します。

退院時処方内容からの薬の変更 退院時定期内服数 0 現在の内服数
※調剤数ではありません

患者名 0 担当薬剤師 印

入院日 退院日 この情報を伝えることに対して患者様の同意を　　□ 得た　　□ 得ていない
□ 患者様は医師への報告を拒否していますが、治療上重要だと考えられるので報告します。入院日 退院日

患者ID 0 電話番号 FAX番号

三豊総合病院　御中 指導日＿＿＿＿年＿＿＿＿月＿＿＿＿日

返書・トレーシングレポート

診療科 診療科 保険薬局　　名称・所在地

医師名 氏名先生御侍史

院内担当薬剤師 0

保険薬局　　→　　薬剤部　　→　　処方医師
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ーの内容を薬歴に反映する際には項目ごとに入力をしているため時間を要しているよう

であった。今後、クラウド型電子薬歴の導入予定もあるようだが、病院側との互換性の問

題でクラウド上の情報共有が可能かは不透明とのことである。K-MIX R（かがわ医療情報

ネットワーク）という医療情報の共有システムもあるが、情報の即時反映が難しく、数日

要するとの実態がある。

【三豊総合病院におけるポリファーマシーチームの取り組み】

三豊総合病院では 2020 年度よりポリファーマシー対策として、病院組織図内にチームが

設けられた。多職種カンファレンスは、医師、看護師、薬剤師、理学療法士、言語聴覚師、

管理栄養士から成る。ポリファーマシーチームとしての多職種カンファレンスは週に 1 度

行われる。並行して、病棟ごとで医師、看護師、薬剤師のカンファレンスも随時実施され、

チームから主治医・病棟コメディカルへ、主治医・病棟コメディカルからチームへの情報共

有体制が構築されている（図 3）。

図 3 ポリファーマシーカンファレンスの流れ（三豊総合病院より提供） 
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ポリファーマシーの対象患者は全入院患者であり、年齢、内服常用薬 6 種類以上、退院日

未定、PIMs、検査値、同効薬重複、減薬希望、せん妄リスク、転倒リスク、日常生活動作、

認知機能、嚥下機能、バイタルサイン、栄養状態を総合的に評価して行われる。これらの、

項目は電子カルテからエクセルに自動反映（図 4）することができ、事務職員が作成し、医

療職の業務負担の軽減も計られている。

図 4 ポリファーマシースクリーニングシート（三豊総合病院より提供） 
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チームカンファレンス対象患者については、薬剤管理サマリーとともに、補足資料として

カンファレンス資材（図 5）も同封して紹介先（薬局、病院、施設など）の施設へ情報提供

を行っている。紹介先が、病院であれば、紹介状を含めた 3 通同封される。

図 5 ポリファーマシーチームカンファレンス資材（三豊総合病院より提供） 

また、地域の啓発活動として、地域医師会にアンケートを実施し、入院中のポリファーマ

シー対策について了承を得た上で、退院後も含めた継続的なポリファーマシー対策を実施

している。以上のような取り組みの結果、ポリファーマシー対策を実施した 80 症例の退院

後の状況について調査したところ、薬局からの報告率は 80％で、そのうち 90％以上の方に

継続したポリファーマシー対策が実施できているとの実態であった。また、チームカンファ

レンスの対象患者は平均 10 日以内には処方提案が行われており、処方提案から退院までの

平均日数は 2～3 週間程度との観察結果が得られている。三豊総合病院におけるポリファー

マシー担当医師からは、主に糖尿病・代謝内科医および総合内科の若手医師が担当している

ことから、特に泌尿器や循環器系薬剤の提案が難しいことが課題とも話されていた。
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厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）

令和 5 年度 分担研究報告書 

薬剤師間および多職種との情報連携に関する実態把握（薬剤師間情報連携）

研究分担者 亀井 美和子 帝京平成大学 薬学部 教授

A．研究目的 
本研究は、ポリファーマシー（多剤服用に

伴う問題）に対する薬剤師間および多職種

間の情報連携の実態を把握し、その改善に

向けた基礎資料を作成し、情報共有様式の

作成とガイド作成を目的としている。ポリ

ファーマシーは、薬物有害事象や服薬アド

ヒアランスの低下などを含む薬物療法の包

括的な適正化を求めるものであり、処方歴

や病名だけではなく、認知機能や日常生活

動作（ADL）、栄養状態、生活環境を含む高

齢者総合機能評価（CGA）などの多角的な

患者評価が重要である。医療機関と薬局間

の情報連携の不足、情報提供の不十分さ、電

子的な情報交換の欠如など、現状には多く

の課題が存在する。この研究では、病院およ

び薬局の薬剤師、その他の医療従事者、ポリ

ファーマシー対策チームを持つ病院の薬剤

師、および電子薬歴や薬剤管理指導支援シ

ステムを販売する事業者を対象としたアン

ケート調査を通じて、情報共有の現状を明

らかにし、情報共有の様式や共有方法の改

善提案を目指す。

＜各年度の目標＞

本目的を達成するために下記の小目標を

立てる。

研究要旨

日常で高齢者医療に関わる薬局薬剤師の情報共有の取り組みの実態と課題の把握を試

みた。「薬剤師の情報連携に関するアンケート調査」の回答者のうち、勤務先区分が薬局

である 55 人の回答を分析した。情報提供書の作成はほとんどの薬剤師が行っていたが、

時間的、人員的、知識・経験不足などの困難が発生していることが推察された。用いられ

ているコミュニケーションツールは電話と FAX が主であったが、望ましいツールとして

主に挙げられたのは専用アプリケーションと連絡帳であった。多職種との連携において

は、多忙であることや、担当職種を知らず連絡できないことが課題として挙げられた。ま

た、施設間の情報交換により、互いに自施設のみでは収集することが難しい内容が情報交

換によって共有できていることが推察された。一方、多職種との情報交換においては、提

供される情報と提供してほしい情報に齟齬があることがうかがえ、ギャップを埋めるた

めの情報共有ツールが必要と考えられた。薬物治療の質の向上を図るうえで、効果的かつ

効率的に情報共有が可能となる仕組みやツールが必要であると考えられた。
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1. 薬剤師間の情報連携ツールに関す

る網羅的調査（2023 年度） 
2. 薬剤師間および多職種との情報連

携に関する実態把握（2023 年度） 
3. 薬剤師間の情報連携ツール案の開

発（2023 年度〜2024 年度） 
4. 薬剤師間の電子的情報連携の検討

（2023 年度〜2024 年度） 
5. 情報連携ツールの試験導入および

効果検証（2024 年度） 
6. ツールの使用に関するガイド作成・

周知（2024 年度） 

Ｂ．研究方法

アンケート調査:
デザイン：質問票を用いた WEB によるア

ンケート調査

調査方法：日本老年薬学会、日本老年医学

会、日本老年看護学会、日本老年歯科医学

会、一般社団法人日本病態栄養学会、一般社

団法人回復期リハビリテーション病棟協会

に協力を要請し、会員等に対してメールで

依頼を行い、QR コードからの電子入力対応

とし WEB による回収とする。 
評価項目：

以下の項目を調査する

・薬剤師の情報連携に関するアンケート調

査

基本情報（勤務先の施設区分、年齢群、薬剤

師としての経験年数、普段対応中の患者に

対して、情報を収集しているもの）、薬剤師

間の情報連携は薬物治療の向上につながる

か、薬剤に関する情報提供書について、情報

提供書の作成について、フィードバックに

ついて、薬剤師同士の交流について、薬剤師

間の情報交換のコミュニケーションツール

について、多職種との連携について

・多職種における薬剤師との情報連携に関

するアンケート調査

基本情報（職種、年齢群、職種の経験年数、

施設の情報（種類））、施設内に薬剤師の有

無、施設外の薬剤師と情報交換したことの

有無、施設外の薬剤師から情報提供につい

て、薬剤に関する業務について、薬剤に関す

る患者からの問い合わせで困ったこと、薬

剤師と情報交換の有無、薬剤師から患者に

対する相談や問い合わせの有無、今まで薬

剤師から情報を受け取った際に不要と感じ

た情報の有無、薬剤師と連携することに対

して不足している理由、どのようなツール

があれば薬剤師との情報交換が向上するか

・ポリファーマシー対策チームを有する病

院の担当薬剤師へのアンケート調査

医療機能について、どの機能を持っている

か、薬剤師情報、病床数、病棟薬剤業務実施

加算について、ポリファーマシー担当の薬

剤師はいるか、「問合せ簡素化プロトコール」

を病院で作成し運用しているか、病院内で

多 剤 併 用 や PIMs （ potentially 
inappropriate medications：潜在的に不適

切な薬剤）投与などの患者を自動的に抽出

するツールはあるか、保険薬局からの情報

提供について、地域研修会の実施について、

薬剤調整をするカンファレンスについて、

薬剤師の患者聴き取り時について、薬剤調

整カンファレンス時について、薬剤調整時

について、外部との情報を共有について

・電子薬歴・薬剤管理指導支援システムに

関するアンケート調査

事業者名（企業名）、提供している主な製品
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やサービス名、利用者の主なターゲット、シ

ステムの薬剤師利用状況、情報提供書作成

について、情報連携について、ポリファーマ

シー対策について

アンケート調査期間： 2024 年 2 月 1 日～

2024 年 2 月 15 日で実施した。

C．研究成果 
・回答者の属性（表１）

薬剤師の情報連携に関するアンケート調

査の回答者のうち、勤務先区分が薬局であ

る者は 55 人であった。 

・薬剤に関する情報提供書について（表 2、
表 3、表 4、表 5、表 6） 

薬剤に関する情報提供書を作成したこと

がある人は 96.4%（53 人）を占めた。その

うち、92.5%（49 人）は「病院への情報提

供書」の作成経験があり、介護老人保健施設

等への情報提供書の作成経験も 37.7%（20
人）が有していた。１ヶ月当たりの作成枚数

は、1-5 枚が最も多く 66.6%（35 人）を占

めた。患者一人当たりの平均作成時間は、

11-20 分が最も多く 37.7%（20 人）を占め

た。使用する文書の様式は、「薬局独自の様

式」が最も多く、71.1%（38 人）を占めた。 
全回答者 55 人のうち 80.0%（44 人）が薬

剤の情報提供文書について内容を確認した

ことがあると回答し、そのうち 97.7%（43
人）は病院からの情報提供書を確認してい

た。

情報提供書の作成に関して「時間的な困

難」を「感じない」とする回答はなかったが、

「人員的な困難」および「知識・経験不足で

困難」については「感じない」とする回答が

あった。一方、いずれの困難についても、

「感じない」側よりも「感じる」側の割合が

高かった。また、「薬剤師間の情報連携は薬

物治療の向上につながると思いますか？」

に「思わない」とする回答はなかった。

・情報交換について（表 7、表 8）
「受け取った情報提供書に返信したこと

がありますか？」に「はい」と回答した人は

50.9%（28 人）、「提供した情報提供書の返

信を受け取ったことがありますか？」につ

いては「はい」が 61.8%（34 人）であった。

施設間薬剤師同士で定期的に実施している

ものは、勉強会、WEB 研修・会議、対面で

の交流がいずれも 3 割以上を占めたが、定

期的なものがないとの記述も 12.7%（7人）

あった。コミュニケーションのツールとし

ては、6 割以上の人が電話と FAX を選択し

たが、「どのようなツールがあれば薬剤師同

士の情報交換が向上すると思いますか？」

に対しては、8 割以上が専用アプリケーシ

ョンと連絡帳を選択した。

・多職種との連携について（表 7、表 8、表

9、表 10）
多職種との情報交換を行っている人は

81.3%（45 人）であり、情報交換を行って

いる職種は、ケアマネジャーが最も多く

91.1%（41 人）であり、次いで医師 88.9%
（40 人）、看護師 84.4%（38 人）であった。

多職種とのコミュニケーションツールとし

ては、FAX を選択した人が最も多かった。

情報提供文書の送付先は医師とケアマネジ

ャーが 9 割以上を占めた。 
多職種と連携することに対して課題に感

じていることは、「忙しくて相談する時間が
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ない」が 40.0%（22 人）、担当している多職

種を知らず連絡できない」が 34.5%（19人）

などであった。「どのようなツールがあれば

薬剤師同士の情報交換が向上すると思いま

すか？」に対しては、約 9 割が専用アプリ

ケーションと連絡帳を選択した。

・情報提供の内容について（表 11）
情報提供文書で提供する情報として、6割

以上が選択した項目は、割合が高いほうか

ら「残薬確認」「服薬状況」「調剤方法」「薬

物有害事象の評価」「服薬管理方法」であっ

た。一方、受け取った情報として 6 割以上

が選択した項目は、「病名」「検査値」「服薬

管理方法」「アレルギー・副作用歴」「薬物療

法の評価」であった。

多職種に提供する情報として、6 割以上

が選択した項目は、「残薬確認」「服薬状況」

「薬物療法の評価」「処方変更等特記事項」

であった。多職種から受け取る情報として

6 割以上が選択した項目は、「社会的要素」

「生活状況」「検査値」「認知機能」「病名」

であった。一方、多職種から情報が欲しい項

目は、「生活状況」「認知機能」「日常生活活

動」「社会的要素」「意欲」「検査値」「病名」

であった。

D．考察 
本調査は高齢者医療に関わる学会員が対

象であるため、全国の薬局の平均的な回答

とは異なる可能性があるが、日常で高齢者

医療に関わる薬局薬剤師の情報共有の取り

組みの実態と、情報共有をするうえで課題

となっていることを抽出することができた。 
情報提供書の作成はほとんどの薬剤師が

行っていたが、情報提供書を作成するうえ

で、時間的、人員的、知識・経験不足などの

困難が発生していることが推察された。薬

剤師間の情報連携は薬物治療の向上につな

がると認識されており、施設間薬剤師同士

の情報交換の方法や状況は回答者によって

異なっていたが、概ね情報共有が図られて

いた。実際に用いられているコミュニケー

ションツールは電話と FAX が多く挙げら

れたが、望ましいツールとしては、専用アプ

リケーションと連絡帳が多く挙げられた。

薬物治療の質の向上につなげるためには、

情報提供書の作成等に係る負担が過度とな

らないための工夫が必要と考えられた。ま

た、多職種との連携に対する課題として、多

忙であることや、担当職種を知らず連絡で

きないことが挙げられたことからも、他施

設との情報共有を可能とする専用アプリケ

ーションや連絡帳を活用することが望まし

いと考えられた。

薬局薬剤師から情報提供する主な内容は、

服薬状況、調剤や服薬管理の方法、薬物有害

事象の評価であり、受け取った情報は、病

名、検査値、服薬管理の方法、アレルギー・

副作用歴、薬物療法の評価などであったこ

とから、互いに自施設のみでは収集するこ

とが難しい内容が情報交換によって共有で

きていることが推察された、また、多職種か

ら受け取る情報としては、社会的要素、生活

状況、検査値、認知機能、病名などが主に挙

げられた。職種から情報が欲しい項目とし

て多くの薬局薬剤師が挙げた項目のうち、

受け取る情報に含まれていないものは、日

常生活活動と意欲であった。提供される情

報と提供してほしい情報に齟齬があること

がうかがえ、ギャップを埋めるための情報

共有ツールが必要と考えられた。
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E．結論 
薬局薬剤師の回答を分析した結果から

は、薬物治療の質の向上に情報共有が重要

であり、効果的かつ効率的に情報共有が可

能となる仕組みやツールが必要である。

F．研究発表 
1．論文発表：なし

2．学会発表：なし

G．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得：なし

2. 実用新案登録：なし

3. その他：なし

表 1 質問項目 1，2，3 

表 2 質問項目 7 

質問項目 人 ％
1．勤務先施設区分 薬局 55 100.0

20歳代 1 1.8
30歳代 13 23.6
40歳代 8 14.5
50歳代 20 36.4
60歳代以上 13 23.6
合計 55 100.0
10〜14年 8 14.5
15〜19年 4 7.3
20〜24年 8 14.5
25～29年 11 20.0
30〜34年 2 3.6
35年以上 11 20.0
5〜9年 8 14.5
5年未満 3 5.5
合計 55 100.0

2．回答者の年齢群を下記から選択し
てください。

3．薬剤師としての経験年数 を下記の
群から選択してください。

質問項目 人 ％

いいえ 2 3.6

はい 53 96.4

合計 55

7．薬剤に関する情報提
供書を作成したことが
ありますか？
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表 3 質問項目 8，9，10，11（前問で「はい」と回答した方） 

表 4 質問項目 13 

表 5 質問項目 14，15（前問で「はい」と回答した方） 

質問項目 人 ％
介護老人保健施設等への情報提供書（施
設間情報提供書など）

20 37.7

病院への情報提供書（トレシーシングレ
ポートなど）

49 92.5

薬局への情報提供書（退院時情報提供書
や施設間情報提供書など）

14 26.4

1-5枚 35 66.0
10-20枚 5 9.4
21枚以上 2 3.8
6-10枚 11 20.8
0-10分 15 28.3
11-20分 20 37.7
21-30分 14 26.4
31分以上 4 7.5
病院独自様式 11 20.8
薬局独自の様式 38 71.7
団体が公開している様式 16 30.2
その他 7 13.2
全体 53 100.0

8．  どのような文書を
作成したことがありま
すか？MA

9. 作成したことのあ
る情報提供書の1ヶ月当
たりの平均作成件数を
教えて下さい。
10．患者一人当たりの
一回の平均作成時間を
教えてください。

11．使用している文書
の様式を教えてくださ
い。MA

質問項目 人 ％

ある 44 80

ない 11 20

合計 55 100

13．薬剤の情報提供書に
ついて、内容を確認した
ことがありますか？

質問項目 人 ％
介護老人保健施設等からの情報提供書
（施設間情報提供書など）

14 31.8

病院からの情報提供書（退院時情報提供
書や施設間情報提供書など）

43 97.7

薬局からの情報提供書（トレーシングレ
ポートなど）

8 18.2

全体 44 100.0

14．確認したことがある
ものを選択してくださ
い。MA



96 

表 6 質問項目 5，16，18，20，22，29 

質問項目 人 ％
１：思わない 0 0.0
２ 0 0.0
３ 4 7.3
４ 20 36.4
５：思う 31 56.4
１：感じない 0 0.0
２ 6 10.9
３ 13 23.6
４ 20 36.4
５：感じる 16 29.1
１：感じない 4 7.3
２ 7 12.7
３ 15 27.3
４ 17 30.9
５：感じる 12 21.8
１：感じない 3 5.5
２ 11 20.0
３ 14 25.5
４ 14 25.5
５：感じる 13 23.6
１：感じない 3 5.5
２ 9 16.4
３ 14 25.5
４ 24 43.6
５：感じる 5 9.1
１：思わない 0 0.0
２ 0 0.0
３ 0 0.0
４ 12 21.8
５：思う 43 78.2
合計 55 100.0

29.多職種連携（特に情報連携）は
薬物治療の向上につながると思い
ますか？

5．薬剤師間の情報連携は薬物治療
の向上につながると思いますか？

16．情報提供書の作成に「時間的
な困難」を感じますか？

18．情報提供書の作成に「人員的
な困難」を感じますか？

20．情報提供書の作成で、処方提
案を行うことに「知識・経験不足
で困難」を感じますか？

22．情報提供書の作成で、提供す
る情報が不足していると感じます
か？
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表 7 質問項目 24，25，26，27，28，31 
質問項目 人 ％

いいえ 27 49.1
はい 28 50.9
いいえ 21 38.2
はい 34 61.8
勉強会 23 41.8
カンファレンス 6 10.9
対面での交流 17 30.9
WEB研修・会議 22 40.0
なし 7 12.7
その他 0 0.0
電話 36 65.5
FAX 34 61.8
お薬手帳 25 45.5
メール 11 20.0
専用アプリケーション 11 20.0
連絡帳 17 30.9
その他 4 7.3
電話 15 27.3
FAX 11 20.0
お薬手帳 15 27.3
メール 13 23.6
専用アプリケーション 44 80.0
連絡帳 46 83.6
その他 4 7.3

いいえ 10 18.2

はい 45 81.8

全体 55 100.0

24．受け取った情報提供書に返信した
ことがありますか？

25．提供した情報提供書の返信を受け
取ったことがありますか？

26． 施設間薬剤師同士の交流として定
期的に実施しているものを選択してく
ださい。MA

27．薬剤師間の情報交換のコミュニ
ケーションツールに何を使用していま
すか？MA

28．どのようなツールがあれば薬剤師
間の情報交換が向上すると思います
か？MA

31．多職種との情報交換（カルテや掲
示板でのやり取り、対面・文書などの
やり取りを含む）を行っていますか？
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表 8 質問項目 32（前問で「はい」と回答した方） 

表 9 質問項目 35，36，37 

質問項目 人 ％
医師 40 88.9
看護職 38 84.4
管理栄養士 8 17.8
医療ソーシャルワーカー/相談員 11 24.4
ケアマネジャー 41 91.1
作業療法士 10 22.2
理学療法士 7 15.6
介護士 22 48.9
言語聴覚士 4 8.9
歯科医師 7 15.6
ホームヘルパー 13 28.9
その他 0 0.0
全体 45 100.0

32．  どの職種と情報交換を行っていま
すか？

質問項目 人 ％
電話 30 66.7
FAX 34 75.6
お薬手帳 8 17.8
メール 6 13.3
専用アプリケーション 16 35.6
連絡帳 26 57.8
その他 0 0.0

紙媒体で送付 42 93.3

 電子媒体で閲覧できる状態にしている 11 24.4

医師 42 93.3
看護職 28 62.2
管理栄養士 3 6.7
医療ソーシャルワーカー/相談員 3 6.7
ケアマネジャー 42 93.3
作業療法士 2 4.4
理学療法士 1 2.2
介護士 5 11.1
言語聴覚士 1 2.2
歯科医師 2 4.4
ホームヘルパー 3 6.7
その他 0 0.0
全体 45 100.0

35．多職種との情報交換ではどの
ようなコミュニケーションツール
を使用していますか？MA

36．多職種への情報提供で文書作
成した場合（薬剤サマリー、施設
間情報提供書など）、どのように
共有されていますか？MA
37．どの職種に送っていますか？
MA
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表 10 質問項目 38，40 

表 11 質問項目 4，12，15，33，34，39 

質問項目 人 ％
忙しく相談する時間がない 22 40.0
担当している多職種を知らず連絡できない 19 34.5
多職種に質問しても回答がない 14 25.5
連絡手段がない 10 18.2
特になし 12 21.8
その他 7 12.7
電話 15 27.3
FAX 16 29.1
お薬手帳 13 23.6
メール 10 18.2
専用アプリケーション 47 85.5
連絡帳 50 90.9
その他 3 5.5
全体 55 100.0

38. 他職種と連携することに対し
て課題に感じていることはありま
すか？MA

40．どのようなツールがあれば多
職種との情報交換が容易になると
思いますか？MA

質問項目

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％
身長・体重 34 61.8 9 17.0 18 40.9 0 0.0 0 0.0 12 21.8
アレルギー・副作用歴 53 96.4 26 49.1 30 68.2 14 31.1 0 0.0 19 34.5
服薬管理方法(自己管理、家族管理等） 46 83.6 35 66.0 31 70.5 0 0.0 0 0.0 27 49.1
投与経路 23 41.8 15 28.3 21 47.7 9 20.0 0 0.0 14 25.5
検査値 50 90.9 15 28.3 32 72.7 5 11.1 29 64.4 34 61.8
病名 37 67.3 9 17.0 34 77.3 4 8.9 27 60.0 33 60.0
相互作用の評価 39 70.9 26 49.1 8 18.2 21 46.7 0 0.0 10 18.2
処方見直しの提案 30 54.5 38 71.7 4 9.1 26 57.8 0 0.0 10 18.2
調剤方法 36 65.5 25 47.2 17 38.6 21 46.7 0 0.0 9 16.4
服薬状況(良好、飲み忘れ等)の評価 51 92.7 40 75.5 19 43.2 33 73.3 25 55.6 27 49.1
残薬確認 50 90.9 41 77.4 10 22.7 35 77.8 19 42.2 17 30.9
一般用医薬品・健康食品等 34 61.8 17 32.1 3 6.8 0 0.0 0 0.0 16 29.1
服用の際の工夫(服薬ゼリー、オブラート、水へのとろみ付等) 25 45.5 11 20.8 8 18.2 14 31.1 10 22.2 18 32.7
外用薬や注射薬の手技の確認 31 56.4 11 20.8 4 9.1 15 33.3 8 17.8 16 29.1
日常生活活動（activities of daily living：ADL） 29 52.7 18 34.0 15 34.1 0 0.0 0 0.0 39 70.9
認知機能 36 65.5 28 52.8 18 40.9 19 42.2 28 62.2 40 72.7
他医療機関の処方情報 43 78.2 33 62.3 13 29.5 23 51.1 15 33.3 22 40.0
生活状況（食事、睡眠、排泄等） 46 83.6 29 54.7 20 45.5 20 44.4 31 68.9 40 72.7
薬物有害事象の評価 41 74.5 36 67.9 20 45.5 33 73.3 0 0.0 25 45.5
薬物療法の評価 34 61.8 31 58.5 27 61.4 31 68.9 0 0.0 22 40.0
処方変更等特記事項 38 69.1 28 52.8 20 45.5 30 66.7 0 0.0 20 36.4
薬剤嚥下困難の有無の確認 30 54.5 20 37.7 14 31.8 18 40.0 21 46.7 31 56.4
社会的要素（家族関係、療養環境、経済状況、要介護認定等） 31 56.4 28 52.8 19 43.2 16 35.6 32 71.1 38 69.1
服薬管理ツール（服薬カレンダー、お薬ケース等） 30 54.5 19 35.8 11 25.0 24 53.3 16 35.6 13 23.6
栄養 25 45.5 13 24.5 9 20.5 15 33.3 20 44.4 32 58.2
情緒・気分 21 38.2 13 24.5 11 25.0 16 35.6 24 53.3 32 58.2
意欲 24 43.6 12 22.6 11 25.0 12 26.7 24 53.3 35 63.6
服薬動作の援助（袋を開ける、口にいれる等） 11 20.0 5 9.4 5 11.4 8 17.8 9 20.0 21 38.2
口腔内の残薬の確認 5 9.1 4 7.5 3 6.8 3 6.7 9 20.0 20 36.4
その他 4 7.3 4 7.5 2 4.5 2 4.4 0 0.0 4 7.3
全体 55 100.0 53 100.0 44 100.0 45 100.0 45 100.0 55 100.0

33．多職種にどのよ
うな情報を提供して
いますか？

34．多職種からどの
ような情報を受け
取っていますか？

４．普段対応中の患
者に対して、情報を
収集しているものは
何ですか？

39．多職種からどの
ような情報が欲しい
ですか？

12. 情報提供書内に
記載している項目を
選択してください。

15． 情報提供書で
どのような情報を受
け取りましたか？
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厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）

令和 5 年度 分担研究報告書 

薬剤師間の情報連携ツールに関する網羅的調査／

薬剤師間および多職種との情報連携に関する実態把握（民間事業者（電子薬歴等））

研究分担者 水野 智博 藤田医科大学 医学部 薬物治療情報学 准教授

A．研究目的 
本研究は、ポリファーマシー（多剤服用に

伴う問題）に対する薬剤師間および多職種

間の情報連携の実態を把握し、その改善に

向けた基礎資料を作成し、情報共有様式の

作成とガイド作成を目的としている。ポリ

ファーマシーは、薬物有害事象や服薬アド

ヒアランスの低下などを含む薬物療法の包

括的な適正化を求めるものであり、処方歴

や病名だけではなく、認知機能や日常生活

動作（ADL）、栄養状態、生活環境を含む高

齢者総合機能評価（CGA）などの多角的な

患者評価が重要である。医療機関と薬局間

の情報連携の不足、情報提供の不十分さ、電

子的な情報交換の欠如など、現状には多く

の課題が存在する。この研究では、病院およ

び薬局の薬剤師、その他の医療従事者、ポリ

ファーマシー対策チームを持つ病院の薬剤

師、および電子薬歴や薬剤管理指導支援シ

ステムを販売する事業者を対象としたアン

ケート調査を通じて、情報共有の現状を明

らかにし、情報共有の様式や共有方法の改

善提案を目指す。

＜各年度の目標＞

本目的を達成するために下記の小目標を

立てる。

1. 薬剤師間の情報連携ツールに関す

る網羅的調査（2023 年度） 
2. 薬剤師間および多職種との情報連

携に関する実態把握（2023 年度） 
3. 薬剤師間の情報連携ツール案の開

発（2023 年度〜2024 年度） 
4. 薬剤師間の電子的情報連携の検討

（2023 年度〜2024 年度） 
5. 情報連携ツールの試験導入および

効果検証（2024 年度） 

研究要旨

医中誌にて検索式を用い、本邦における情報連携ツールに関する報告を調査したとこ

ろ、28 件が該当した。28 件のうち、23 件が病院、1 件が薬局、4 件が地域薬剤師会主体

で作成された連携ツールに関する報告であった。薬局側が作成した服薬情報提供書に関

するアンケート調査報告、病院側が作成した特定疾患の治療手帳情報提供書、退院時・外

来情報提供書、お薬手帳へのシール、2 次元コード、退院時情報提供書(Fax または Email)
に関する調査報告等が公表されていた。本邦での報告の大半が紙媒体であったのに対し

て、海外からは電子カルテに関する報告が多かった。今後、本邦においても、電子的な情

報連携ツールの活用が期待される。
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6. ツールの使用に関するガイド作成・

周知（2024 年度） 

Ｂ．研究方法

アンケート調査:
デザイン：質問票を用いた WEB によるア

ンケート調査

調査方法：日本老年薬学会、日本老年医学

会、日本老年看護学会、日本老年歯科医学

会、一般社団法人日本病態栄養学会、一般社

団法人回復期リハビリテーション病棟協会

に協力を要請し、会員等に対してメールで

依頼を行い、QR コードからの電子入力対応

とし WEB による回収とする。 
評価項目：

以下の項目を調査する

・薬剤師の情報連携に関するアンケート調

査

基本情報（勤務先の施設区分、年齢群、薬剤

師としての経験年数、普段対応中の患者に

対して、情報を収集しているもの）、薬剤師

間の情報連携は薬物治療の向上につながる

か、薬剤に関する情報提供書について、情報

提供書の作成について、フィードバックに

ついて、薬剤師同士の交流について、薬剤師

間の情報交換のコミュニケーションツール

について、多職種との連携について

・多職種における薬剤師との情報連携に関

するアンケート調査

基本情報（職種、年齢群、職種の経験年数、

施設の情報（種類））、施設内に薬剤師の有

無、施設外の薬剤師と情報交換したことの

有無、施設外の薬剤師から情報提供につい

て、薬剤に関する業務について、薬剤に関す

る患者からの問い合わせで困ったこと、薬

剤師と情報交換の有無、薬剤師から患者に

対する相談や問い合わせの有無、今まで薬

剤師から情報を受け取った際に不要と感じ

た情報の有無、薬剤師と連携することに対

して不足している理由、どのようなツール

があれば薬剤師との情報交換が向上するか

・ポリファーマシー対策チームを有する病

院の担当薬剤師へのアンケート調査

医療機能について、どの機能を持っている

か、薬剤師情報、病床数、病棟薬剤業務実施

加算について、ポリファーマシー担当の薬

剤師はいるか、「問合せ簡素化プロトコール」

を病院で作成し運用しているか、病院内で

多 剤 併 用 や PIMs （ potentially 
inappropriate medications：潜在的に不適

切な薬剤）投与などの患者を自動的に抽出

するツールはあるか、保険薬局からの情報

提供について、地域研修会の実施について、

薬剤調整をするカンファレンスについて、

薬剤師の患者聴き取り時について、薬剤調

整カンファレンス時について。薬剤調整時

について、外部との情報を共有について

・電子薬歴・薬剤管理指導支援システムに

関するアンケート調査

事業者名（企業名）、提供している主な製品

やサービス名、利用者の主なターゲット、シ

ステムの薬剤師利用状況、情報提供書作成

について、情報連携について、ポリファーマ

シー対策について

アンケート調査期間： 2024 年 2 月 1 日～

2024 年 2 月 15 日で実施した。

C．研究成果 
1．本邦における情報連携ツールに関する

報告は 28 件であった。28 件の報告内で使

用された情報連携ツールは、23 件が病院

側、1 件が薬局側、4 件が地域薬剤師会側

が主体となって作成されていた。連携ツー
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ル詳細は以下の通りである。

① 薬局から病院へ送付(薬局側が作成)
・服薬情報提供書（紙媒体）：1 件(アンケ

ート調査)
② 病院から薬局へ送付(病院側が作成)
・特定疾患の治療手帳情報提供書（紙媒

体）：4 件(アンケート調査 2 件、事例集

2 件)
・退院時・外来情報提供書（紙媒体）：5
件(アンケート調査 3 件、観察研究 2 件)

・お薬手帳へのシール（紙媒体）：1 件(観
察研究)

・2 次元コード：1 件(観察研究)
・退院時情報提供書(Fax または Email)：

１件(アンケート調査)
③ 薬局から病院へ送付(病院側が作成)
・トレーシングレポート（紙媒体）：3 件

(アンケート調査 1 件、観察研究 1 件、

事例集 1 件)
④ 病院から病院へ送付(病院側が作成)
・退院時・外来情報提供書（紙媒体）：2
件(アンケート調査 1 件、観察研究 1 件)

⑤ 病院・薬局双方向(病院側が作成)
・特定疾患の治療手帳情報提供書（紙媒

体）4 件(アンケート調査 1 件、観察研究

2 件、事例集 1 件)
・院外処方せんの伝言板（紙媒体）：2 件

(アンケート調査 1 件、観察研究 1 件)
⑥ 病院から薬局へ送付(地域薬剤師会が作

成)
・統一したお薬手帳（紙媒体）：1 件(事例

集 1 件)
・特定疾患のシール・情報提供書（紙媒

体）：3 件(アンケート調査 2 件、事例集

1 件)

2．海外にて、薬剤師が関与する情報連携

媒体に関する文献を調査したところ、アメ

リカでは、電子カルテに関する報告が 8 件

(総説 2 件、観察研究 5 件、アンケート調

査 1 件)、電話および FAX に関する報告が

1 件(観察研究)であった。イランからは

Telepharmacy インフラストラクチャーに

関するアンケート調査が 1 件、カナダから

は在宅における FAX を用いた連携に関す

る観察報告が 1 件であった。特定の国を対

象としていない報告として、Internet of
medical things に関する総説が 1 件となっ

た。

D．考察 
1．本邦における報告に関して、紙媒体によ

る報告であった。その要因として、検索エン

ジンを医中誌としたため、邦文による報告

を対象としたこともバイアスとなっている

可能性がある。外部から医療機関へ送付さ

れた報告書は、スキャナー等で取り込み、電

子カルテへアップロードしているケースが

多く、電子的な情報連携システムが充実し

ていないことが挙げられる。電子的な連携

ツールを使用できないため、薬剤師の業務

負担増大に繋がっている。医中誌上では確

認することはできなかったが、自治体毎に

電子的な情報連携ツールの整備が進められ

ている。全国規模で統一された電子的な情

報連携ツールの構築はされておらず、今後、

厚生労働省が進める「標準電子カルテ」「マ

イナンバーカード」等の普及が期待される。

2．アメリカでは、政府主導で進められた電

子カルテの普及事業が成功しており、多く

の医療機関との連携が可能となっている。

同様の試みが本邦でも実現することが期待

される。

電子的な情報連携ツールの活用は、業務負

担の軽減だけでなく、FAX の誤送信による

情報漏洩等のリスク軽減に繋がる可能性も
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ある。効果的かつ効率的な連携ツールの構

築により、これまで多くの患者情報を得る

ことが難しかった医療施設においても、よ

り効果的な介入実現に繋がる可能性がある。

引き続き電子的な情報連携ツールの活用に

関する調査を継続する。

E．結論 
本邦における情報連携ツールは紙媒体が多

く、今後、電子的な情報連携ツールの活用

が期待される。

F．研究発表 
1．論文発表：なし

2．学会発表：なし

G．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得：なし

2. 実用新案登録：なし

3. その他：なし
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厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）

令和 5 年度 分担研究報告書 

薬剤師間および多職種との情報連携に関する実態把握（薬剤師間情報連携）

研究分担者 藤原 久登 昭和大学 薬学部 准教授

A．研究目的 
本研究は、ポリファーマシー（多剤服用に

伴う問題）に対する薬剤師間および多職種

間の情報連携の実態を把握し、その改善に

向けた基礎資料を作成し、情報共有様式の

作成とガイド作成を目的としている。ポリ

ファーマシーは、薬物有害事象や服薬アド

ヒアランスの低下などを含む薬物療法の包

括的な適正化を求めるものであり、処方歴

や病名だけではなく、認知機能や日常生活

動作（ADL）、栄養状態、生活環境を含む高

齢者総合機能評価（CGA）などの多角的な

患者評価が重要である。医療機関と薬局間

の情報連携の不足、情報提供の不十分さ、電

子的な情報交換の欠如など、現状には多く

の課題が存在する。この研究では、病院およ

び薬局の薬剤師、その他の医療従事者、ポリ

ファーマシー対策チームを持つ病院の薬剤

師、および電子薬歴や薬剤管理指導支援シ

ステムを販売する事業者を対象としたアン

ケート調査を通じて、情報共有の現状を明

らかにし、情報共有の様式や共有方法の改

善提案を目指す。

＜各年度の目標＞

本目的を達成するために下記の小目標を

立てる。

1. 薬剤師間の情報連携ツールに関す

る網羅的調査（2023 年度） 
2. 薬剤師間および多職種との情報連

携に関する実態把握（2023 年度） 
3. 薬剤師間の情報連携ツール案の開

発（2023 年度〜2024 年度） 

研究要旨

ポリファーマシー（多剤服用に伴う問題）に対する薬剤師間および多職種間の情報連

携の実態を把握するため、アンケート調査を行った。その結果、薬・薬連携は薬物治療

の向上につながると考えている薬剤師は多く、実際に情報提供書を用いて行われている

ことが明らかとなった。質の高い医療の提供には多職種との連携を重要とする薬剤師が

多いが、その情報を効率的に整理するためにはフォーマットが有用である。しかし、必

要とされる情報は患者によって異なるため、複数のフォーマットを準備することも考え

る必要がある。また、連携する情報には常に不足を感じている薬剤師が多く、フォーマ

ットのみではなく ICT（Information and Communication Technology：情報通信技

術）を活用したネットワークを構築し、病院・保険薬局間の薬剤師同士が自由に情報伝

達できるコミュニケーションツールの開発が望まれる。
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4. 薬剤師間の電子的情報連携の検討

（2023 年度〜2024 年度） 
5. 情報連携ツールの試験導入および

効果検証（2024 年度） 
6. ツールの使用に関するガイド作成・

周知（2024 年度） 

Ｂ．研究方法

アンケート調査:
デザイン：質問票を用いた WEB によるア

ンケート調査

調査方法：日本老年薬学会、日本老年医学

会、日本老年看護学会、日本老年歯科医学

会、一般社団法人日本病態栄養学会、一般社

団法人回復期リハビリテーション病棟協会

に協力を要請し、会員等に対してメールで

依頼を行い、QR コードからの電子入力対応

とし WEB による回収とする。 
評価項目：

以下の項目を調査する

・薬剤師の情報連携に関するアンケート調

査

基本情報（勤務先の施設区分、年齢群、薬剤

師としての経験年数、普段対応中の患者に

対して、情報を収集しているもの）、薬剤師

間の情報連携は薬物治療の向上につながる

か、薬剤に関する情報提供書について、情報

提供書の作成について、フィードバックに

ついて、薬剤師同士の交流について、薬剤師

間の情報交換のコミュニケーションツール

について、多職種との連携について

・多職種における薬剤師との情報連携に関

するアンケート調査

基本情報（職種、年齢群、職種の経験年数、

施設の情報（種類））、施設内に薬剤師の有

無、施設外の薬剤師と情報交換したことの

有無、施設外の薬剤師から情報提供につい

て、薬剤に関する業務について、薬剤に関す

る患者からの問い合わせで困ったこと、薬

剤師と情報交換の有無、薬剤師から患者に

対する相談や問い合わせの有無、今まで薬

剤師から情報を受け取った際に不要と感じ

た情報の有無、薬剤師と連携することに対

して不足している理由、どのようなツール

があれば薬剤師との情報交換が向上するか

・ポリファーマシー対策チームを有する病

院の担当薬剤師へのアンケート調査

医療機能について、どの機能を持っている

か、薬剤師情報、病床数、病棟薬剤業務実施

加算について、ポリファーマシー担当の薬

剤師はいるか、「問合せ簡素化プロトコール」

を病院で作成し運用しているか、病院内で

多 剤 併 用 や PIMs （ potentially 
inappropriate medications：潜在的に不適

切な薬剤）投与などの患者を自動的に抽出

するツールはあるか、保険薬局からの情報

提供について、地域研修会の実施について、

薬剤調整をするカンファレンスについて、

薬剤師の患者聴き取り時について、薬剤調

整カンファレンス時について、薬剤調整時

について、外部との情報を共有について

・電子薬歴・薬剤管理指導支援システムに

関するアンケート調査

事業者名（企業名）、提供している主な製品

やサービス名、利用者の主なターゲット、シ

ステムの薬剤師利用状況、情報提供書作成

について、情報連携について、ポリファーマ

シー対策について

アンケート調査期間： 2024 年 2 月 1 日～

2024 年 2 月 15 日で実施した。

C．研究成果 
・薬剤師の情報連携に関するアンケート調
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査

5.「薬剤師間の情報連携は薬物治療の向上

につながると思いますか？」の問いでは 5
段階評価（1.思わない～5.思う）のうち

「5.思う」が 108 件（65.5%）の回答があ

り最も多く（図 1）、6.「連携が必要だと思

う理由」については、患者の病状把握や治

療経過の把握が可能となり治療の質が向上

することや患者の病状把握、処方変更の理

由など薬剤調整の背景が理解できるため、

効率的な薬剤管理や服薬指導が行える、と

いった意見がみられた（図 2）。

図 1 薬剤師間の情報連携は薬物治療の向上につ

ながると思いますか？

図 2 連携が必要だと思う理由 

回答者の 90%以上が薬剤に関する情報提

供書を作成したことのあることが分かっ

た。また、22.「情報提供書の作成で、提

供する情報が不足していると感じます

か？」との問いについて 5 段階評価（1.感
じない～5.感じる）のうち 3,4 のどちらと

もいえない、どちらかといえば不足を感じ

るまで含めて過半数であった（図 3）。 

図 3 情報提供書の作成で、提供する情報が不足

していると感じますか？

情報提供書に記載している項目、および

受け取った項目については、服薬管理方法

や副作用、アレルギー歴に次いで、処方変

更等の特記事項があがった。

23.「情報提供書の作成で、提供する情

報が不足していると感じますか？」の問い

については、提供する情報量に制約がある

との回答がみられた。

一方で、16.情報提供書作成時の課題に

ついての問いに対して、時間的な困難を感

じる（5 感じるが 55 件 33.3%、4 が 57 件 
34.5%）との回答が多く、理由として様式

の不統一性や情報収集の手間、時間的制約

があり、情報提供書の作成するための余裕

がないなどの意見があがった（図 4）。 

図 4 情報提供書作成時の課題についての問いに

対して、時間的な困難を感じるか？

27.薬剤師間の情報交換のコミュニケー

ションツールとしては「電話」や「FAX」、

「お薬手帳」との回答が多く、電子化が進ん

でいない状況が明らかとなった一方で、28.
薬剤師間の情報交換が向上するツールに関

する設問では「専用アプリケーション」との

回答が最も多かった。
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図 5 薬剤師間の情報交換のコミュニケーション

ツールに何を使用していますか？

29.多職種との連携については5感じるとの

回答が最も多く（130 件 78.8%）、135 件

（81.8%）がカルテや掲示板、対面や文書な

どで情報交換を行っていた（図 6）。

図 6 多職種連携は薬物治療の向上につながると

思いますか？

多職種との情報連携が必要だと思う理由

としては、「薬剤師単独では気づけない事項

が多い」「患者と直接接触する時間が長い職

種からの情報が欠かせない」「薬剤師だけで

は提供できない教育やサポートを他職種と

の連携により充実させることができる」な

どの回答がみられた。

D．考察 
本アンケート調査において、薬・薬連携

は薬物治療の向上につながると考えている

薬剤師は多く、実際に回答者の 90%以上が

薬剤に関する情報提供書を作成したことの

あることが分かった。

ポリファーマシーの対策を行うにあた

り、薬剤師が必要とする情報として、患者

の巧緻性や嚥下機能、薬の理解度などの薬

剤使用に必要な患者基本情報とともに薬剤

の服用意図があげられる。なぜこの薬剤が

使用されているのか、など使用意図が不明

である場面が現場では多くみられ、医療機

関もしくは在宅などで行われた薬剤変更な

どの情報を次のステージにつなげる必要が

ある。今回の調査において提供している情

報、受け取っている情報とともに、服薬管

理方法や副作用、アレルギー歴に次いで、

処方変更時の内容があがっており、薬剤師

間の情報連携において必要とされているこ

とが明らかとなった。

「情報提供書の作成で、提供する情報が

不足していると感じますか？」の問いにつ

いては、提供する情報量に制約があるとの

回答がみられた。情報量が多すぎると受け

取り側が処理しきれない可能性があり、整

理された状態での情報共有が求められてい

るため、そのニーズに合わせた情報作成の

スキル習得が必要となる。また、提供する

側の薬剤師は提供情報の不足に対し常に配

慮しており、詳細な情報提供をするよう努

めてはいるが、受け手のニーズを完全に満

たすことは困難であり、情報連携に関する

互いのコミュニケーションの必要性が考え

られた。

薬剤師間の情報交換のコミュニケーショ

ンツールとしては「電話」や「FAX」との

回答が多く、電子化が進んでいない状況が

明らかとなったが、薬剤師間の情報連携ツ

ールとして「専用のアプリケーション」の

ような簡便でシームレスな情報共有を望む

意見がみられ、時代の背景に合わせたツー

ルの使用に変化していくことが望まれる。

電子化が進んでいない薬剤師間同士の連携

には限界がみられるため、ICT を活用した

ネットワークを構築し、地域医療連携・多

職種連携のために，多くの地域で電子化さ

れた医療情報を活用できるようなツールの
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開発・提供が必要と考えられる。

一方で多職種連携は薬物治療の向上につ

ながると感じている回答が多かった。多職

種との連携が必要だと思う理由についての

設問に対しては、「薬剤師単独では気づけな

い事項が多い」「患者と直接接触する時間が

長い職種からの情報が欠かせない」「薬剤師

だけでは提供できない教育やサポートを他

職種との連携により充実させることができ

る」などの回答がみられ、多職種から得られ

る情報の有用性について薬剤師は理解して

いることが明らかとなった。

ただし前述のように分かりやすい情報に

するためには整理・加工が必要であり、時間

的な困難にもつながっていると考えられる。 
これを解決するためにはフォーマットが

有用であると考えられるが、フォーマット

が複雑になりすぎると必ずしも全ての患者

に必要でない情報の記載に時間がかかるた

め、複数パターンのフォーマットを準備・選

択することも検討する必要がある。また、フ

ォーマットのみでは限界があるため、それ

とは別に病院・保険薬局間の薬剤師同士の

情報伝達可能となるコミュニケーションツ

ールが必要である。

E．結論 
質の高い医療の提供には多職種との連携

を重要とする薬剤師が多いが、その情報を

効率的に整理するためにはフォーマットが

有用である。しかし、必要とされる情報は

患者によって異なるため、複数のフォーマ

ットを準備することも考える必要がある。

また、連携する情報には常に不足を感じて

いる薬剤師が多く、フォーマットのみでは

なく ICT を活用したネットワークを構築

し、病院・保険薬局間の薬剤師同士が自由

に情報伝達できるコミュニケーションツー

ルの開発が望まれる。

F．研究発表 
1．論文発表：なし

2．学会発表：なし

G．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得：なし

2. 実用新案登録：なし

3. その他：なし
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厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）

令和 5 年度 分担研究報告書 

薬剤師間および多職種との情報連携に関する実態把握

（多職種間情報連携、ポリファーマシー対策チーム）

研究分担者 島崎 良知 東京都健康長寿医療センター薬剤科 科長

A．研究目的 
本研究は、ポリファーマシー（多剤服用に

伴う問題）に対する薬剤師間および多職種

間の情報連携の実態を把握し、その改善に

向けた基礎資料を作成し、情報共有様式の

作成とガイド作成を目的としている。ポリ

ファーマシーは、薬物有害事象や服薬アド

ヒアランスの低下などを含む薬物療法の包

括的な適正化を求めるものであり、処方歴

や病名だけではなく、認知機能や日常生活

動作（ADL）、栄養状態、生活環境を含む高

齢者総合機能評価（CGA）などの多角的な

患者評価が重要である。医療機関と薬局間

の情報連携の不足、情報提供の不十分さ、電

子的な情報交換の欠如など、現状には多く

の課題が存在する。この研究では、病院およ

び薬局の薬剤師、その他の医療従事者、ポリ

ファーマシー対策チームを持つ病院の薬剤

師、および電子薬歴や薬剤管理指導支援シ

ステムを販売する事業者を対象としたアン

ケート調査を通じて、情報共有の現状を明

らかにし、情報共有の様式や共有方法の改

善提案を目指す。

＜各年度の目標＞

本目的を達成するために下記の小目標を

立てる。

1. 薬剤師間の情報連携ツールに関す

る網羅的調査（2023 年度） 
2. 薬剤師間および多職種との情報連

携に関する実態把握（2023 年度） 
3. 薬剤師間の情報連携ツール案の開

発（2023 年度〜2024 年度） 
4. 薬剤師間の電子的情報連携の検討

（2023 年度〜2024 年度） 

研究要旨

【目的】ポリファーマシー対策チームを持つ病院の薬剤師を対象とし、情報共有の現状

を明らかにし、情報共有の様式や共有方法の改善提案を目指す。

【方法】ポリファーマシー対策チームを有する病院に対し、WEB 調査 
【結果】この活動は比較的大きな病院でなされており、マンパワーが必要であることが

わかった。高齢者総合機能評価（CGA）はあまり活用されていない現状がみえ、定期的

な取得は業務的に困難であることが見受けられた。情報共有ツールを用いた保険薬局か

らの情報提供は半数以上の施設が薬剤調整されており、密な連携が重要である。

【考察】情報共有ツールの活用は非常に意義深いが、それに係る時間も人員も必要であ

ることから、診療報酬の上乗せは必要。
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5. 情報連携ツールの試験導入および

効果検証（2024 年度） 
6. ツールの使用に関するガイド作成・

周知（2024 年度） 

Ｂ．研究方法

アンケート調査:
デザイン：質問票を用いた WEB によるア

ンケート調査

調査方法：日本老年薬学会、日本老年医学

会、日本老年看護学会、日本老年歯科医学

会、一般社団法人日本病態栄養学会、一般社

団法人回復期リハビリテーション病棟協会

に協力を要請し、会員等に対してメールで

依頼を行い、QR コードからの電子入力対応

とし WEB による回収とする。 
評価項目：

以下の項目を調査する

・薬剤師の情報連携に関するアンケート調

査

基本情報（勤務先の施設区分、年齢群、薬剤

師としての経験年数、普段対応中の患者に

対して、情報を収集しているもの）、薬剤師

間の情報連携は薬物治療の向上につながる

か、薬剤に関する情報提供書について、情報

提供書の作成について、フィードバックに

ついて、薬剤師同士の交流について、薬剤師

間の情報交換のコミュニケーションツール

について、多職種との連携について

・多職種における薬剤師との情報連携に関

するアンケート調査

基本情報（職種、年齢群、職種の経験年数、

施設の情報（種類））、施設内に薬剤師の有

無、施設外の薬剤師と情報交換したことの

有無、施設外の薬剤師から情報提供につい

て、薬剤に関する業務について、薬剤に関す

る患者からの問い合わせで困ったこと、薬

剤師と情報交換の有無、薬剤師から患者に

対する相談や問い合わせの有無、今まで薬

剤師から情報を受け取った際に不要と感じ

た情報の有無、薬剤師と連携することに対

して不足している理由、どのようなツール

があれば薬剤師との情報交換が向上するか

・ポリファーマシー対策チームを有する病

院の担当薬剤師へのアンケート調査

医療機能について、どの機能を持っている

か、薬剤師情報、病床数、病棟薬剤業務実施

加算について、ポリファーマシー担当の薬

剤師はいるか、「問合せ簡素化プロトコール」

を病院で作成し運用しているか、病院内で

多 剤 併 用 や PIMs （ potentially 
inappropriate medications：潜在的に不適

切な薬剤）投与などの患者を自動的に抽出

するツールはあるか、保険薬局からの情報

提供について、地域研修会の実施について、

薬剤調整をするカンファレンスについて、

薬剤師の患者聴き取り時について、薬剤調

整カンファレンス時について、薬剤調整時

について、外部との情報を共有について

・電子薬歴・薬剤管理指導支援システムに

関するアンケート調査

事業者名（企業名）、提供している主な製品

やサービス名、利用者の主なターゲット、シ

ステムの薬剤師利用状況、情報提供書作成

について、情報連携について、ポリファーマ

シー対策について

アンケート調査期間： 2024 年 2 月 1 日～

2024 年 2 月 15 日で実施した。
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C．研究成果 
・ポリファーマシーチーム

ポリファーマシーチームを網羅的に検索

しアンケートを郵送、25 施設から同意・回

答があった。19 施設（76.8%）が急性期の

機能を有しており、13 施設（52%）では、

常勤薬剤師が 26 人以上配属、中規模以上の

病床数（301 床）が 17 施設（68%）を占め

ていた（図 1、2）。 

図 1 常勤薬剤師数 

図 2 病床数 

病棟薬剤業務実施加算の算定は 23 施設

（92%）が行っていた。業務効率化の一助と

なりうる「PIMs や多剤併用を自動的に抽出

するツール」は全体のうち 19 施設（24%）

が導入していた（図 3）。 

図 3 病院内で多剤併用や PIMs 投与などの患者

を自動的に抽出するツールはありますか？

保険薬局からの情報提供について、がん領

域以外で特定の書式を病院で用意し受け取

っている施設は 10 施設（40%）、保険薬局

からのポリファーマシーに対する疑義照

会・問合せについてはチームがほぼ関与し

ていない結果であった。地域に対し、ポリフ

ァーマシーの研修会を行ったことがある施

設は 12 施設（48%）となっていた。がん以

外の薬剤師外来は 5 施設のみがあると回答

していた。

薬剤調整を提案する主なカンファレンス

は、ポリファーマシーカンファが一番多く

全体のうち 17 施設（68.0%）、各診療科カ

ンファ 14 施設（56.0%）、退院支援カンフ

ァ 8 施設（32.0%）が続き、種類に依らず薬

剤師が出席するカンファで提案できている

ことが分かった（図 4）。 

図 4 薬剤調整を提案するカンファレンスの主な

種類は何ですか

カンファレンスの開催頻度は 13 施設

（52%）が週１回としている一方で、3 施設

（12%）が 2-3 日に１度と回答していた。

参加医師数は 1-2 人が 21 施設（84%）を占

めており、総合診療科が参加者の最も多い

診療科（11 施設 44%）、その参加人数は 1-
2 人で全体のうち 18 施設（72%）となって 
いた。他職種の参加については看護師が 1-
2 人参加は 20 施設（80%）を占め、また栄

養士も１人参加が 9 施設（36%）、医療ソー

シャルワーカーも 8 施設（32%）で 1 人参

加していた。その他リハビリスタッフ1-2人
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参加が 5 施設（20%）を占めていた。東京

都健康長寿医療センターは病棟限定的には

なるが、高齢診療科、薬剤科、看護師で週 1
回おこなっており、薬剤数を限定すること

なく必要な患者に対して介入することとし

ている（別添①）。

薬剤総合評価調整管理料（外来）は月 0 件

が 22 施設（88%）と低調である一方で、入

院の薬剤総合評価調整加算が月 6 件以上は

16 施設（64%）を占めていた（図 5）。薬剤

調整加算は月 1-5 件が 16 施設（64%）とな

っていた（図 6）。薬剤調整の対象患者は、

「病棟・診療科限定」及び「提案があった患

者」の合計で 12 施設（48%）であり、何か

しら症例を絞っている状況がわかった。な

お介入剤数は 6 剤が 12 施設（48%）、介入

する年齢は決めていないとの回答が 9 施設

（72%）となっていた（図 7）。 

図 5 【入院】薬剤総合評価調整加算件数（月平均） 

図 6 【入院】薬剤調整加算件数（月平均） 

図 7 介入する患者の剤数の目安 
処方見直しはどのような方法を中心に行

っていますかの問いには、21 施設（84%）

が「現在の臨床的状況など包括的評価中心」

としていた。ポリファーマシー対策時に前

担当医に情報提供を求めるかの問いでは

「よくある」「ある」に回答したのが 12 施

設（48%）（図 8）、事前に保険薬局へ求める

のは「あまりない」「ない」が 24 施設（96%）

であった（図 9）。 

図 8 ポリファーマシー対策を行う際に、事前に前

の担当医へ情報提供を求めることがありますか

図９ ポリファーマシー対策を行う際に、事前に

保険薬局へ情報提供を求めることがあります

か

CGA は、薬剤師が患者聴き取り時は 21
施設（84%）が取得しておらず（図 10）、薬

剤調整カンファ時にも 19 施設（76%）が活

用していないという結果であった。また薬

剤調整時に活用した CGA を退院時に他医

療機関に提供しているかの問いには、23 施

設（92%）がしていないとの回答であった。 
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図 10 薬剤師が患者聞き取り時に取得している 

高齢者総合的機能評価（CGA） があれば教

えてください 
東京都健康長寿医療センターでは

DASC-21 を入院時に取得していることと、

薬剤師が可能な限り多剤併用チェックシー

トを入力し、入院時に薬剤総合評価を行う

ことにしている。（別添②③④） 
情報を共有する際に、直接医療機関に文

書を郵送しているかの問いに「いつもして

いる」「よくしている」施設は 10 施設（32%）

であった（図 11）。また保険薬局からの情報

提供により処方が変更になるケースがある

かの問いに、「ある」「まあまあある」との回

答したのは 14施設（56%）であった（図 12）。
一方で、転院先の医療機関に対して、処方見

直しの検討を依頼するとの回答は 6 施設

（24%）であった。東京都健康長寿医療セン

ター薬剤科では、通常の退院時薬剤情報連

携加算のフォーマットをお薬手帳にも貼付

し、保険薬局などお薬手帳をみる職種へ情

報提供を行い、薬剤調整内容や他医療機関

へ薬剤見直しの依頼も記載している（別添

⑤）。 

 
図 11 情報を共有する際に直接医療機関に文書を

郵送することはありますか 

 
図 12 保険薬局から受けとった情報（トレーシン

グレポートなど）で薬剤部から医師に伝えた場

合に、処方が変更になるケースはありますか 
 
D．考察 

ポリファーマシー対策は、この高齢者社

会では必要不可欠であるものの、チーム活

動自体にマンパワーが必要であることの反

映か、回答した薬剤師 26 人以上の施設が半

数以上、301 床以上が 68%と比較的大きな

病院となっていた。また病棟薬剤業務実施

加算、いわゆる病棟常駐をしている病院が

ほとんど全てであることから、この業務を

行うにあたり、他職種と近い関係性が重要

であることがわかった。一方、薬剤総合評価

調整加算を算定する場合、カンファレンス・

経過観察が必須であるものの、医師、薬剤

師、看護師含めた 3 職種でも可能であるこ

とから、カンファレンスを機動的に行うこ

とも困難ではない。さらに 2024 年診療報酬

改定でカンファレンス要件の緩和がなされ

る予定で、このことをどのように活用して

いくかは検討課題である。 
PIMs など薬剤検出の際に要となる自動

抽出ツールの導入は 1/4 程度であり、業務

を効率化していく手段として全体的に未整

備と思われる。実際に自動抽出ツールの導

入を行うには、電子カルテまたはオーダリ

ングシステムなどの改修費用や、それらを

扱うための知識、定期的なシステム見直し

を行えるマンパワーなども課題であるが、

PIMs 単独や病名との組み合わせ、腎機能を

含めた検査値と薬剤の自動チェックなどが
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実現すれば、より効率的な初期対応ができ

る可能性が高まるだろう。現在、電子処方箋

やマイナンバーカードなど医療 DX の黎明

期であり、このような仕組みの中に盛り込

むように働きかけを行うことや、それが困

難でもそれらの導入時に可能な範囲の工夫

を行うことで、徐々に医療従事者の意識が

高まる契機になるのではないだろうか。

保険薬局からの情報提供について、がん

領域以外で特定の書式を病院で用意し受け

取っている施設は 10 施設（40%）と少ない

傾向が見えた。がん領域もそうであるが、薬

剤調整を行うにあたり、残薬以外に患者の

多面的な状況を保険薬局から情報提供をい

ただくことは非常に重要であり、専用フォ

ーマットがあると薬局側も病院側の情報ニ

ーズを把握しやすいかもしれない。お互い

が十分に連携して、過不足の少ない情報共

有方法を模索するのが効率的な運用の近道

なのかもしれない。保険薬局からのポリフ

ァーマシーに対する疑義照会・問合せにつ

いてはチームがほぼ関与していない結果で

あった。本来はポリファーマシーチームを

担当する職員が担うと非常に対応がスムー

ズではあるが、外来に薬剤師が配置されて

いない病院は多く、診療報酬がない中で配

置するのはマンパワーなどの問題で非常に

難しい。ただ保険薬局からの情報提供にお

ける薬剤調整は、有害事象の出現など直ち

に問い合わせが必要な内容以外は比較的待

機的に対応できるケースが多く、保険薬局

と病院薬剤師間で適切なコミュニケーショ

ンが取れて、それを主治医に伝達できる仕

組みが構築できれば、それも重要な一つの

方法となりうる。地域研修会の開催は、医師

会や薬剤師会と協力することが非常に重要

であり、定期的に行うことで顔が見える関

係になると同時に地域のポリファーマシー

に対する問題意識を醸成し、処方する側と

調剤する側の意識向上や知識の浸透などに

つながると考える。

薬剤調整を行うカンファレンスについて

は、各施設がポリファーマシーカンファレ

ンス以外に他のカンファレンスを活用して

薬剤調整を行っていることがわかった。実

際に診療科のカンファレンスには病棟薬剤

師が出席することも多く、コミュニケーシ

ョンも取りやすい。通常急性期病院におけ

る主科の薬剤調整は難しいものの、診療科

カンファレンスの中では持参薬で見直せる

薬剤の提案のみならず、その診療科の薬剤

調整の提案を同時に行うことができること

は大きなメリットになる。比較的長期の入

院であれば多職種での経過観察も非常にス

ムーズであり、保険薬局や転院する医療機

関への情報提供もしやすい。主科の薬剤も

同時に調整しながら、入院中に一時的に使

用した眠剤や痛み止めの適切な中止などを

含め、患者の状態に応じた薬物治療により

寄与できるだろう。各カンファレンスの特

色に応じた提案方法も知っておく必要があ

るのかもしれない。東京都健康長寿医療セ

ンターでも、ポリファーマシーカンファレ

ンス以外では診療科カンファレンスや退院

支援カンファレンスで薬剤調整を行うこと

が多く、同様の結果になっているといえる。

ただ現実的にはポリファーマシーカンファ

レンスでの薬剤総合評価調整加算が件数の

主であり、まだ薬剤調整が浸透していない

部分も見受けられる。PIMs などの評価や病

歴の確認は、薬剤師の通常業務の範囲内で

あり、その習慣をどう付けるかは大きなテ

ーマであるといえる（別添資料）。薬剤調整

カンファレンスの開催頻度は約半数が週１

回であった。医師・薬剤師・看護師を中心と

したカンファレンスは定期的に開催されて
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いても、症例の抽出、患者指導などに時間を

要することがあり、業務バランスとして週

１回が概ね妥当なのかもしれない。最近は

短期で入退院することも多く、経過観察で

きない症例などは薬剤調整が困難であるた

め、薬剤師自身が患者入院時に業務の優先

順位を付けながら対応していくことが現実

的であると思われる。参加医師数、診療科か

ら考慮すると総合診療科が多く、看護師も

1-2 名、他の職種は少ないことから、薬剤師

含め 3-4 名程度で行われている現状がわか

った。総合診療科以外での薬剤調整もなさ

れるケースはあるが、今回のアンケートに

回答した薬剤師は急性期病院が多いため

（76.8%）、主科では治療主体となり、結果

的に多くの総合診療科がこの業務を担って

いる状況が読み取れる。この活動に看護師

の参加が多く、医療機関によっては栄養士

や MSW などの参加もあったが、これは退

院支援カンファレンスの参加者の反映かと

思われる。薬剤調整のカンファレンスのみ

で様々な職種が集まるのは現在の医療では

かなり難しいと思われ、医師・看護師・薬剤

師の参加が現実的な落としどころになって

いるのではないか。

薬剤総合評価調整加算は 40%の施設が月

11 件以上であり、積極的な算定に繋げてい

ると考えられる一方で、薬剤調整加算算定

が少ない現状をみると、急性期を中心とし

た病院で 2 剤減薬の道のりは厳しいといわ

ざるをえない。ただ施設によっては月 6-15
件算定しており、定期的にこの加算をとる

方策を皆で共有することも重要かもしれな

い。外来の薬剤総合評価調整管理料はほぼ

算定がなされていない状況であった。算定

には、医師が外来で 2 剤減薬する必要があ

り、時間がない外来中に俯瞰した薬剤評価

が困難になりやすいことから、外来に相談

しやすい薬剤師を配置することや、保険薬

局の情報が適切に医師に伝わる仕組み作り

が必要である。前者は人員配置的に困難な

施設が多いため、後者がより現実的な方策

といえ、保険薬局の情報と病院薬剤師の視

点を盛り込んで医師に伝えられたらなお良

いのではないだろうか。ポリファーマシー

対策時、事前に情報提供を求めるのは医師

が中心で保険薬局にはほぼなされていなか

ったが、薬剤調整には具体的な病名や処方

意図、検査値、身体・認知機能、今後の治療

方針など、多くの根拠が必要となるため、主

治医からの薬剤以外の情報が重要であるこ

との反映といえる。

CGA については、薬剤調整を行うにあた

りガイドラインの中で推奨はされているも

のの、薬剤師が患者聴取時に CGA を取得し

ていない、或いはカンファ時にも多くの施

設が活用していない実情が分かった。CGA
は患者の既往歴や処方歴などの情報をより

多く把握することに加え、潜在的な病態が

ある可能性を考慮し、処方を見直す優先順

位を判断するツールである。より薬剤調整

に直結する CGA があれば積極的に取得・活

用に向かうと考えられる。東京都健康長寿

医療センターでは DASC-21 を取得してい

る患者が多く、DASC-21 重症度が上がるに

つれ、薬剤数は下がる傾向にあるため、それ

らのことも指標に薬剤調整を検討する余地

があると思われる（別添資料）。

保険薬局からの情報提供で約半数は変更

になる経験をしているが、患者と最後に接

する医療機関として処方提案をする土壌が

あれば変更になる可能性も高まるとみられ

る。薬剤調整に必要な情報を把握するため、

病院と薬局が協働して研修会などの取り組

みを行うなど、活発な薬薬連携がその一助

になりうると思われる。



116 

E．結論 
本研究から、回答していただいた病院の

多くが小規模（3-4 人程度）の枠組みで週

1 回程度カンファレンスを開催しており、

人的資源と時間を工夫しつつ、薬剤調整を

していることが見受けられた。チームが存

在するからか、薬剤総合評価調整加算は全

国の多くの病院に比べ、より算定できてい

ると思われるが、前述のとおりかなりの努

力の結果と言わざるを得ない。しかしなが

ら件数から想像すると、そこの施設にいる

非常に理解のある薬剤師が 1 名程度で取得

できる算定数であるともいえ、病院施設全

体に拡大しているとは到底いえないかもし

れない。またチームがない病院ではほぼ算

定できていないところが大きな課題であ

り、薬剤調整は薬剤師本来業務であるもの

の、薬剤師間でもかなりの認識の違いがあ

り、その課題解決がないと全体的に前進し

ないと思われる。医療安全上必要な PIMs
の確認や処方意図不明な薬剤投与の継続可

否、老年症候群と有害事象との鑑別など、

必要な対応がなされないのであれば、薬剤

師の存在意義は大きく薄れるといっても過

言ではないが、そこに向くような診療報酬

の新設はあるべき時期に来ていると思われ

る。今後は薬剤管理指導料（特に初回面談

時）に薬剤総合評価をすることや、退院時

薬剤管理指導料に経過観察或いは他施設へ

の薬剤調整や経過観察依頼が盛り込まれ、

診療報酬が上がることが必要であると考え

る。

CGA の活用についてはガイドラインな

どでも推奨されてはいるが、実際には薬剤

師による聴取・活用はなされにくい現状も

把握できた。しかしながら全部の機能評価

を薬剤師が行うことも現実的ではなく、多

職種で高齢者総合機能評価シートが埋ま

るような分業などをすれば診療報酬の算定

ができたり、CGA 質問票にある細項目を

活用することなど、アドヒアランスや嚥下

機能、認知機能評価をしたことが薬剤師側

にも診療報酬上恩恵を受けるような仕組み

は重要といえる。

今回このアンケートでわかったことの一

つとして、保険薬局側からの情報を活用す

ることも、薬剤調整の端緒になることであ

った。保険薬局側が出せる有益な情報をい

かに収集・活用できるかも、この対策を行

っていく上で重要な要素になるのではない

だろうか。ただ考える必要があるのは地域

性という壁であり、地方の中規模から小規

模自治体のように限定的な枠組みの中で

は、一旦流れを作れば比較的容易に運用が

できる一方で、大都市になると全部がフリ

ーアクセスであり、患者層も異なれば診療

所や薬局も非常に多く、周知活動が隅々ま

で行き届かない状況は多くなる。そこを解

消するには、薬局含めた各医療機関から別

の医療機関のカルテ閲覧が容易になること

であるが、全体的なシステム構築まで相当

な時間を要することは想像に難くない。現

状で対応できる最短の近道は、やはりお薬

手帳や薬剤管理サマリーなど「お手紙」の

わかりやすさ、充実しかないと思われる。

薬剤師としてこの作成には積極的になりた

い反面、患者一人当たりの作成時間など現

在の病院薬剤師の資源不足に対応できると

はいいがたい。情報共有ツールは医師の診

療情報提供書のように非常に意義深いと思

うが、ただ単に個々のやる気に任せるよう

な仕組みではあってはならないと感じる。
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F．研究発表 
1．論文発表：なし

2．学会発表：なし

G．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得：なし

2. 実用新案登録：なし

3. その他：なし

別添①
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東京都健康長寿医療センターにおける機能評価
※質問票（病院全体の取り組み）であるが、項目数は多い

DASC-21 ︓認知機能と生活機能障害（糖尿病カテゴリー分類用︓DASC-8）
････IADLが6項目とMCI（軽度認知機能障害）を検出しやすい

※臨床的認知症尺度（Clinical Dementia Rating, CDR）と相関あり

別添②

別添③
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別添④

別添⑤
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厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）

令和 5 年度 分担研究報告書 

薬剤師間および多職種との情報連携に関する実態把握（多職種間情報連携）

研究分担者 小島 太郎 東京大学大学院医学系研究科 講師

研究要旨

ポリファーマシーは高齢患者の疾患治療において薬剤師のみならず多職種の評価や介

入が必要とされる問題点である。本アンケート調査では、薬剤師を中心にさまざまな職種

がどのように対応するか、特に多職種間の連携に関する実態を調査した。病院等の施設内

においてポリファーマシー対策に薬剤師が深く関与していることが示される一方、ADL
や認知機能など CGA が十分に活かされていない、あるいは薬剤師の評価に取り入れられ

ていないことが推察された。今後、他施設の医療者を含め、高齢患者の CGA を含めたポ

リファーマシー対策の啓発が課題である。

A．研究目的 
本研究は、ポリファーマシー（多剤服用に

伴う問題）に対する薬剤師間および多職種

間の情報連携の実態を把握し、その改善に

向けた基礎資料を作成し、情報共有様式の

作成とガイド作成を目的としている。ポリ

ファーマシーは、薬物有害事象や服薬アド

ヒアランスの低下などを含む薬物療法の包

括的な適正化を求めるものであり、処方歴

や病名だけではなく、認知機能や日常生活

動作（ADL）、栄養状態、生活環境を含む高

齢者総合機能評価（CGA）などの多角的な

患者評価が重要である。医療機関と薬局間

の情報連携の不足、情報提供の不十分さ、電

子的な情報交換の欠如など、現状には多く

の課題が存在する。この研究では、病院およ

び薬局の薬剤師、その他の医療従事者、ポリ

ファーマシー対策チームを持つ病院の薬剤

師、および電子薬歴や薬剤管理指導支援シ

ステムを販売する事業者を対象としたアン

ケート調査を通じて、情報共有の現状を明

らかにし、情報共有の様式や共有方法の改

善提案を目指す。

＜各年度の目標＞

本目的を達成するために下記の小目標を

立てる。

1. 薬剤師間の情報連携ツールに関す

る網羅的調査（2023 年度） 
2. 薬剤師間および多職種との情報連

携に関する実態把握（2023 年度） 
3. 薬剤師間の情報連携ツール案の開

発（2023 年度〜2024 年度） 
4. 薬剤師間の電子的情報連携の検討

（2023 年度〜2024 年度） 
5. 情報連携ツールの試験導入および

効果検証（2024 年度） 
6. ツールの使用に関するガイド作成・

周知（2024 年度） 
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Ｂ．研究方法

アンケート調査:
デザイン：質問票を用いた WEB によるア

ンケート調査

調査方法：日本老年薬学会、日本老年医学会、

日本老年看護学会、日本老年歯科医学会、一

般社団法人日本病態栄養学会、一般社団法

人回復期リハビリテーション病棟協会に協

力を要請し、会員等に対してメールで依頼

を行い、QR コードからの電子入力対応とし

WEB による回収とする。 
評価項目：

以下の項目を調査する。

１）薬剤師の情報連携に関するアンケート

調査

基本情報（勤務先の施設区分、年齢群、薬

剤師としての経験年数、普段対応中の患者

に対して、情報を収集しているもの）、薬剤

師間の情報連携は薬物治療の向上につなが

るか、薬剤に関する情報提供書について、情

報提供書の作成について、フィードバック

について、薬剤師同士の交流について、薬剤

師間の情報交換のコミュニケーションツー

ルについて、多職種との連携について

２）多職種における薬剤師との情報連携に

関するアンケート調査

基本情報（職種、年齢群、職種の経験年数、

施設の情報（種類））、施設内に薬剤師の有

無、施設外の薬剤師と情報交換したことの

有無、施設外の薬剤師から情報提供につい

て、薬剤に関する業務について、薬剤に関す

る患者からの問い合わせで困ったこと、薬

剤師と情報交換の有無、薬剤師から患者に

対する相談や問い合わせの有無、今まで薬

剤師から情報を受け取った際に不要と感じ

た情報の有無、薬剤師と連携することに対

して不足している理由、どのようなツール

があれば薬剤師との情報交換が向上するか

３）ポリファーマシー対策チームを有する

病院の担当薬剤師へのアンケート調査

医療機能について、どの機能を持ってい

るか、薬剤師情報、病床数、病棟薬剤業務実

施加算について、ポリファーマシー担当の

薬剤師はいるか、「問合せ簡素化プロトコー

ル」を病院で作成し運用しているか、病院内

で 多 剤 併 用 や PIMs （ potentially
inappropriate medications：潜在的に不適

切な薬剤）投与などの患者を自動的に抽出

するツールはあるか、保険薬局からの情報

提供について、地域研修会の実施について、

薬剤調整をするカンファレンスについて、

薬剤師の患者聴き取り時について、薬剤調

整カンファレンス時について、薬剤調整時

について、外部との情報を共有について

アンケート調査期間： 2024 年 2 月 1 日～

2024 年 2 月 15 日で実施した。

C．研究成果 
以下、１）～３）の各アンケートの回答内

容の中で特筆すべき点について述べる。

１）薬剤師の情報連携に関するアンケート

調査

病院薬剤師 94 名、薬局薬剤師 55 名、そ

の他の施設の薬剤師 16 名の計 165 名より

回答を得た。患者への問診を行う際には薬

剤アレルギーや副作用歴、服薬状況の評価

などは 9 割以上の薬剤師が実践していると

回答したのに対し、認知機能や ADL につい

てはそれぞれ 71.5%および 59.4%の薬剤師

が情報収集すると回答しており、高齢患者

に相対する際に CGA の必要性について十

分な啓発が得られていない可能性が示唆さ

れた。薬剤情報提供書は 65.8%の薬剤師が

記載する、と回答したが、その内容として服
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薬管理の実態に関しては 77.9%が記載して

いると回答している一方、認知機能（36.9%）

や ADL（25.5%）については薬剤情報提供

書にはなかなか記載されない実態が認めら

れた。薬剤情報提供書の記載にあたっては、

薬剤師は時間的な困難を感じる者が多い

（約 67%が感じる）と同時に、自らのポリ

ファーマシー対策への知識・経験不足を

37.5%の薬剤師が感じるとした。

２）多職種における薬剤師との情報連携に

関するアンケート調査

 病院等に所属する薬剤師以外の職種、す

なわち医師や歯科医師、看護職、リハビリテ

ーション技師、介護士ら計 151 名に対し、

ポリファーマシー対策に関する意識調査を

実施した。内訳は、看護師 43.7%、医師

25.8%、理学療法士 16.6%、ケアマネジャー

7.9%、その他 6.0%であった。 
日常業務で施設内の薬剤師から受け取る

情報として処方見直しの提案（53.4%）や有

害事象の評価（53.4%）、などポリファーマ

シーに関する専門知識を得ている頻度が想

定よりも高かった一方、服薬管理方法

（35.9%）、服薬状況の評価（32.0%）などは

看護師等の職種が回答対象になっており想

定よりも低い印象であった。とはいえ、薬剤

に関連した問題点があった場合に、「処方医

に聞く」（48.3%）と比較して「薬剤師に聞

く（自施設）」（68.9%）が多いことは注目す

べき点である。

一方、施設外の薬剤師とは、残薬確認

（47.2%）が主に取得する情報であり、処方

見直しの提案（17.0%）、薬物有害事象の評

価（13.2%）などポリファーマシー対策に有

用な情報交換は少なかった。

３）ポリファーマシー対策チームを有する

病院の担当薬剤師へのアンケート調査

ポリファーマシー対策チームを院内に有

する 25 施設より回答を得た。すべて 100 床

以上であり、ポリファーマシーの解消を主

目的としたカンファレンスは 17 施設に認

められ、半数（13 施設）が週 1 回であった。

対象患者は 6 種類以上としているところが

12 施設（48%）であり、薬剤数に関わらず

問題のある患者を対象としているところは

9 施設（36%）であった。薬剤見直しの判断

は患者の包括的な評価を基にしているとこ

ろが 21 施設（84%）と多かった。しかしな

がら多くの施設では CGA を行っていると

ころは少なく、少数の施設で CGA7 や

MMSE を使用していた。10 施設（40%）で

は退院の際に見直しの情報を直接他院に文

書を送ることで情報共有していたが、処方

見直しを退院後にも継続的に依頼している

施設は 1 施設のみであった。 

D．考察 
本研究により、ポリファーマシーに対す

る医療者の意識およびポリファーマシー対

策における多職種協働への意識について明

らかにした。

 １）の研究では、薬剤師は高齢患者に安全

な薬物療法を実践すべく、日常的に薬剤の

安全性や服薬管理に配慮している一方、認

知機能や ADL に対する評価について課題

が見受けられた。近年、薬剤情報提供書など

による薬薬連携の推進が望まれているが、

その中でも認知機能や ADL に関する情報

交換はまだまだ浸透しておらず、一因とし

てポリファーマシー対策に関しどのような

情報交換が有用か、現場の薬剤師が手探り

で実践をしている可能性が考えられた。

２）の研究では薬剤師以外の職種が薬剤

師と情報交換をするにあたり、どのような
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情報を望んでいるかについての結果がまと

められた。結果として、処方内容およびその

効果に関する情報を求めている一方、服薬

管理や服薬方法の確認について薬剤師と情

報交換すると回答したものは 30%台に止ま

り、これらの内容については看護師など他

の職種に求めている可能性が示唆された。

とはいえ、院内においては処方された薬剤

に関する疑問は処方した医師よりも薬剤師

に問い合わせをすることが多いという結果

から、入院患者の処方薬の問題点の解決に

対する病棟薬剤師への期待が示唆された。

施設外の薬剤師との情報交換では、院内薬

剤師との情報交換内容と異なり残薬確認が

上位であり、処方見直しや薬物有害事象の

評価などの情報交換は少なかった。情報交

換の頻度が疑義照会目的の電話等が主なタ

イミングと推察されるが、その中では処方

箋に関する情報交換はできても患者の疾病

や ADL/認知機能を含めた情報交換の機会

は少ないと思われる。今後の課題と考えら

れた。

３）の研究では、ポリファーマシー対策に特

化したチームやカンファレンスを有する病

院へのアンケートであった。多くの病院が

週 1 回で、かつ薬剤数が多い患者を対象と

していた。疾病など包括的な内容をもとに

した議論を行っている施設が 8 割以上であ

ったが、CGA を行っている施設は著しく少

なかった。このような施設に対し、いかに

CGA を取り入れたチーム医療・カンファレ

ンスの実施をやっていただけるか、という

課題があげられる。また、退院時の情報提供

にあたり薬剤見直しに関する継続的な依頼

を実践しているところも 1 施設にとどまっ

た。院内ではポリファーマシー対策ができ

ている施設が、継続的にポリファーマシー

対策を実践したくても他院には依頼できる

下地ができていないのでは、との考えがあ

る可能性がある。ポリファーマシー対策が

どの医療機関においても共通認識となるよ

う、一層の啓発が必要であると考えられた。 

E．結論 
 本アンケート調査により、病院等の施設

内においてポリファーマシー対策に薬剤師

が深く関与していることが示される一方、

ADL や認知機能など CGA が十分に活かさ

れていない、あるいは薬剤師の評価に取り

入れられていないことが推察された。今

後、他施設の医療者を含め、高齢患者の

CGA を含めたポリファーマシー対策の啓

発が課題である。

F．研究発表 
1．論文発表：なし

2．学会発表：なし

G．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得：なし

2. 実用新案登録：なし

3. その他：なし
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厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）

令和 5 年度 分担研究報告書 

薬剤師間および多職種との情報連携に関する実態把握（多職種間情報連携）

研究分担者 竹屋 泰 大阪大学大学院医学系研究科保健学専攻 老年看護学 教授

研究協力者 糀屋 絵理子 大阪大学大学院医学系研究科保健学専攻 老年看護学 助教

A．研究目的 
本研究は、ポリファーマシー（多剤服用に

伴う問題）に対する薬剤師間および多職種

間の情報連携の実態を把握し、その改善に

向けた基礎資料を作成し、情報共有様式の

作成とガイド作成を目的としている。ポリ

ファーマシーは、薬物有害事象や服薬アド

ヒアランスの低下などを含む薬物療法の包

括的な適正化を求めるものであり、処方歴

や病名だけではなく、認知機能や日常生活

動作（ADL）、栄養状態、生活環境を含む高

齢者総合機能評価（CGA）などの多角的な

患者評価が重要である。医療機関と薬局間

の情報連携の不足、情報提供の不十分さ、電

子的な情報交換の欠如など、現状には多く

の課題が存在する。この研究では、病院およ

び薬局の薬剤師、その他の医療従事者、ポリ

ファーマシー対策チームを持つ病院の薬剤

師、および電子薬歴や薬剤管理指導支援シ

ステムを販売する事業者を対象としたアン

ケート調査を通じて、情報共有の現状を明

らかにし、情報共有の様式や共有方法の改

善提案を目指す。

＜各年度の目標＞

本目的を達成するために下記の小目標を

立てる。

1.薬剤師間の情報連携ツールに関する網

羅的調査（2023 年度） 

研究要旨

本研究では、薬剤師間および多職種との情報連携に関する実態把握を目的に記述式ア

ンケート調査を行った。研究分担者は、多職種のうち看護師に焦点を当て、薬剤師と看護

師間の情報連携の実態や課題をアンケート結果より分析した。結果、自施設内では 9 割

以上が薬剤師と看護師間で情報交換を行っていたが、自施設外とのやり取りは 3 割未満

に留まった。看護師から薬剤師へ提供する情報としては、服薬状況など薬の情報に限ら

ず、日常生活活動（ADL）、認知機能、生活状況（食事、睡眠、排泄等）など、看護師が

得意とする、患者の生活機能に関連した情報を提供していた。また、半数以上の看護師が

薬剤に関する患者からの問い合わせで困ったことがあると回答する一方、忙しさや接触

機会の少なさから、相談の機会を失っている現状が示唆された。また、薬剤師と看護師間

の連携手段は、電話が主流であり、専用アプリの普及は未だ不十分な状況であった。今

後、施設内外問わず、シームレスに薬剤師と看護師の情報連携を進めるためには、 ICT
（Information and Communication Technology：情報通信技術）ツールを積極的に用い

た効率的な情報連携体制を構築するとともに、両者間で意識的に接触する機会を設ける

ことで、補完的な関係を築くことが重要であると示唆された。
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2.薬剤師間および多職種との情報連携に

関する実態把握（2023 年度） 
3.薬剤師間の情報連携ツール案の開発

（2023 年度〜2024 年度） 
4.薬剤師間の電子的情報連携の検討

（2023 年度〜2024 年度） 
5.情報連携ツールの試験導入および効果

検証（2024 年度） 
6.ツールの使用に関するガイド作成・周

知（2024 年度） 

Ｂ．研究方法

アンケート調査:
デザイン：質問票を用いた WEB によるア

ンケート調査

調査方法：日本老年薬学会、日本老年医学

会、日本老年看護学会、日本老年歯科医学

会、一般社団法人日本病態栄養学会、一般社

団法人回復期リハビリテーション病棟協会

に協力を要請し、会員等に対してメールで

依頼を行い、QR コードからの電子入力対応

とし WEB による回収とする。 
評価項目：

以下の項目を調査する。

・薬剤師の情報連携に関するアンケート調

査

基本情報（勤務先の施設区分、年齢群、薬剤

師としての経験年数、普段対応中の患者に

対して、情報を収集しているもの）、薬剤師

間の情報連携は薬物治療の向上につながる

か、薬剤に関する情報提供書について、情報

提供書の作成について、フィードバックに

ついて、薬剤師同士の交流について、薬剤師

間の情報交換のコミュニケーションツール

について、多職種との連携について

・多職種における薬剤師との情報連携に関

するアンケート調査

基本情報（職種、年齢群、職種の経験年数、

施設の情報（種類））、施設内に薬剤師の有

無、施設外の薬剤師と情報交換したことの

有無、施設外の薬剤師から情報提供につい

て、薬剤に関する業務について、薬剤に関す

る患者からの問い合わせで困ったこと、薬

剤師と情報交換の有無、薬剤師から患者に

対する相談や問い合わせの有無、今まで薬

剤師から情報を受け取った際に不要と感じ

た情報の有無、薬剤師と連携することに対

して不足している理由、どのようなツール

があれば薬剤師との情報交換が向上するか

・ポリファーマシー対策チームを有する病

院の担当薬剤師へのアンケート調査

医療機能について、どの機能を持っている

か、薬剤師情報、病床数、病棟薬剤業務実施

加算について、ポリファーマシー担当の薬

剤師はいるか、「問合せ簡素化プロトコール」

を病院で作成し運用しているか、病院内で

多 剤 併 用 や PIMs （ potentially 
inappropriate medications：潜在的に不適

切な薬剤）投与などの患者を自動的に抽出

するツールはあるか、保険薬局からの情報

提供について、地域研修会の実施について、

薬剤調整をするカンファレンスについて、

薬剤師の患者聴き取り時について、薬剤調

整カンファレンス時について、薬剤調整時

について、外部との情報を共有について

・電子薬歴・薬剤管理指導支援システムに

関するアンケート調査

事業者名（企業名）、提供している主な製品

やサービス名、利用者の主なターゲット、シ

ステムの薬剤師利用状況、情報提供書作成

について、情報連携について、ポリファーマ

シー対策について
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アンケート調査期間： 2024 年 2 月 1 日～

2024 年 2 月 15 日で実施した。

C．研究成果 
看護師の回答者は計 67 名、看護師経験

20～24 年目 17 名(25.4%)が最も多く、回

答者の所属施設は、病院 57 名(85.1%)、訪

問看護ステーション 3 名（4.5%）、診療所

（4.5%）であった。 
アンケートの結果、自施設内に薬剤師が

いると回答した 57 名（85%）のうち、52 名

（91%）の看護師が、自施設内の薬剤師と情

報交換を行っていると回答した。また、この

52 名はすべて病院所属の看護師であった。

情報交換の詳細について、自施設内の薬剤

師からは「薬物有害事象の評価」「処方見直

しの提案」「薬物療法の評価」「相互作用の評

価」を中心に看護師へ情報を提供し、看護師

からは「服薬管理方法（自己管理、家族管理

等）」「認知機能」「服薬状況（良好、飲み

忘れ等）の評価」「残薬管理」「日常生活活

動（ADL）」「薬剤嚥下困難の有無の確認」

などの患者情報を提供していた。また、看護

師が受け取りたい情報として、「薬物有害事

象の評価」44 名（77.2%）や「相互作用の

評価」43 名（75.4%）の回答が上位を占め

ていた。

次に、自施設外の薬剤師と情報交換をし

たことがあると回答した看護師は、18 名

（27%）であった。情報交換の詳細について、

自施設外の薬剤師からは「服薬管理ツール

（服薬カレンダー、お薬ケース等）」「残薬管

理」「服薬管理方法(自己管理、家族管理等)」
「他医療機関の処方情報」を中心に、看護師

へ情報を提供し、看護師からは「服薬状況

(良好、飲み忘れ等)の評価」「日常生活活動

（ADL）」「認知機能」「生活状況（食事、

睡眠、排泄等）」などの患者情報を提供して

いた。また、看護師が受け取りたい情報とし

て、「服薬状況(良好、飲み忘れ等)の評価」

44 名（65.7%）や「服薬管理ツール（服薬

カレンダー、お薬ケース等）」35 名（52.2%）

の回答が上位を占めていた。また、自施設外

の薬剤師と看護師間の連携手段は、電話 17
名（94.4%）が最も多く、次いで FAX 3 名

（16.7%）、専用アプリ 2 名（11.1%）の順

であった。うち、専用アプリと回答した 2 名

の所属施設は訪問看護ステーションであっ

た。

次に、回答者が薬剤に関する患者からの

問い合わせで困った経験があるかについて

は、35 名（52%）が困ったことがあると回

答し、具体的に「薬剤に関する問い合わせ

（薬効、飲み合わせ、相互作用、作用機序

等）」、「服薬誤り時の対応（過剰摂取等）」、

「服薬管理困難な事例への対応（認知機能

低下等）」など回答した。その際の対応法と

して、「薬剤師に聞く（自施設内）」が 56 名

（83.6%）と最も多かった。 
最後に、薬剤師と連携する際に課題に感

じていることについては、「忙しく相談する

時間がない」30 名（44.8%）が最も多く、

次いで「特になし」19 名（28.4%）、「薬剤

師に質問しても回答がない」11 名（16.4%）、

「同じ時間で仕事をすることがない」10 名

（14.9%）であった。 

D．考察 
看護師と薬剤師との情報連携について、

自施設内では 9 割以上がやり取りを行って

いたが、自施設外とのやり取りは 3 割未満

に留まった。看護師から薬剤師へ提供する

情報としては、服薬状況など薬の情報に限

らず、日常生活活動（ADL）、認知機能、

生活状況（食事、睡眠、排泄等）など、看護

師が得意とする、患者の生活や身体機能に
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関連した情報を提供していた。薬剤師から

看護師へ提供する情報は、自施設内・外で異

なり、自施設内では、薬物有害事象や相互作

用の評価など、服薬管理状況を把握したう

えで、より専門的な情報を看護師に提供し

ていた。一方、薬局を中心とした、自施設外

からの情報提供は、在宅での患者の服薬管

理の情報を中心に、服薬管理ツールや服薬

管理方法の詳細を提供されていた。

また、薬剤に関する患者からの問い合わ

せで困った経験について、半数以上の看護

師が困ったことがあると回答する一方、忙

しさや接触機会の少なさから、相談の機会

を失っている現状が示唆された。また、薬剤

師と看護師間の連携手段としては、電話が

主流であり、専用アプリの普及は未だ不十

分な状況であった。

今後、施設内外問わず、シームレスに薬剤

師と看護師の情報連携を進めるためには、

ICT ツールを積極的に用いた効率的な情報

連携体制を構築するとともに、互いのニー

ズを把握したうえで、両者間で意識的に接

触する機会を設け、補完的な関係を構築す

ることが重要であると示唆された。

E．結論 
看護師、薬剤師間の情報連携は自施設内

では、日常的に行われているが、自施設

内・外での連携は未だ少ない現状にあっ

た。今後、ICT を活用した情報連携を基盤

とした、効率的な連携をもとに、薬剤師と

看護師の補完的な関係を構築することが期

待される。

F．研究発表 
1．論文発表：なし

2．学会発表：なし

G．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得：なし

2. 実用新案登録：なし

3. その他：なし
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２０２４年 ３月 ３１日 
 
厚生労働大臣 殿 
 

                                    国立研究開発法人  
                              機関名 国立長寿医療研究センター 
 
                      所属研究機関長 職 名 理事長                       
                          
                              氏 名  荒井 秀典         
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  地域医療基盤開発推進研究事業                          

２．研究課題名  切れ目のないポリファーマシー対策を提供するための薬剤師間の情報連携の      

推進に資する研究（23IA1001）                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 薬剤部・薬物治療管理主任                    

    （氏名・フリガナ） 溝神 文博・ミゾカミ フミヒロ                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
☑   □ ☑ 国立長寿医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2024 年 3月 31日 
厚生労働大臣 殿 
 

                                                          機関名  帝京平成大学 
 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  冲永 寛子          
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  地域医療基盤開発推進研究事業                          

２．研究課題名  切れ目のないポリファーマシー対策を提供するための薬剤師間の情報連携の      

推進に資する研究（23IA1001）                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 薬学部・教授                                 

    （氏名・フリガナ） 亀井 美和子 ・ カメイ ミワコ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ☑   □ ☑ 国立長寿医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2024年 3月 12日 
厚生労働大臣 殿 

 
 
 
                                                          機関名  藤田医科大学 
 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  湯澤 由紀夫        
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  地域医療基盤開発推進研究事業                          

２．研究課題名  切れ目のないポリファーマシー対策を提供するための薬剤師間の情報連携の      

推進に資する研究（23IA1001）                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部・准教授                                  

    （氏名・フリガナ） 水野 智博・ミズノ トモヒロ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立長寿医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2024年3月31日 
厚生労働大臣 殿 
 

                                                          機関名 学校法人昭和大学 
 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 小口 勝司           
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  地域医療基盤開発推進研究事業                          

２．研究課題名  切れ目のないポリファーマシー対策を提供するための薬剤師間の情報連携の      

推進に資する研究（23IA1001）                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 薬学部・准教授                                 

    （氏名・フリガナ） 藤原 久登・フジハラ ヒサト                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立長寿医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年４月１日 
 
厚生労働大臣 殿 

                                                                       
機関名  地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター 

 
                      所属研究機関長 職 名  理事長 
                                                                                      
                              氏 名  鳥羽 研二          
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  地域医療基盤開発推進研究事業                         

２．研究課題名  切れ目のないポリファーマシー対策を提供するための薬剤師間の情報連携の      

推進に資する研究（23IA1001）                          

３．研究者名  （所属部署・職名）  薬剤科・薬剤科長                       

    （氏名・フリガナ）  島崎 良和 （シマザキ ヨシトモ）               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立長寿医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



 
厚生労働大臣 殿 

令和６年３月７日

機関名 国立大学法人東京大学 

所属研究機関長 職 名 学長 

氏 名 藤井 輝夫  

次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名 地域医療基盤開発推進研究事業  

２．研究課題名 切れ目のないポリファーマシー対策を提供するための薬剤師間の情報連携の推進に資する研究 

３．研究者名 （所属部署・職名） 医学部附属病院・講師  

（氏名・フリガナ） 小島 太郎・コジマ タロウ  

４．倫理審査の状況 
 

  

該当性の有無

有 無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

 

審査済み 審査した機関 
未審査（※ 

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫 

理指針（※3） 

 

☑ □ 

 

☑ 

 
国立長寿医療研究センター 

 

□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
□ ☑ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称： ） 
□ ☑ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェックし一
部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
倫理審査については研究代表者の施設にて本年 1 月に承認され、研究分担施設である当院では現在審査申請中。 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象とする医学系研

究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
 

６．利益相反の管理 
 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関： ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■ （有の場合はその内容： ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

受講 ■ 未受講 □ 研究倫理教育の受講状況 



令和６年４月１日 
厚生労働大臣 殿 
 

                                                          機関名 国立大学法人大阪大学 
 
                      所属研究機関長 職 名 大学院医学系研究科長 
                                                                                      
                              氏 名   熊ノ郷 淳     
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  地域医療基盤開発推進研究事業                          

２．研究課題名  切れ目のないポリファーマシー対策を提供するための薬剤師間の情報連携の      

推進に資する研究（23IA1001）                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院医学系研究科・教授                    

    （氏名・フリガナ） 竹屋 泰・タケヤ ヤスシ                     

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立長寿医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 




